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I 令和４年度税制改正の具体的内容 

 

※１ 国税と地方税が合わせて改正されるもののうち、地方税の記載を省略している場合があります。地

方税については大綱の該当箇所をご確認ください。 

 

※２ 項目の右の表示は次のとおりです。 

創 設    制度の創設 

見直し    従来の制度の見直し 

廃 止    従来の制度の廃止 

継 続    従来の政策税制についてそのままの継続 

 

１ 個人所得課税 

(1) 住宅ローン控除  見直し 

措法４１～４１の２の２  措令２６、２６の２  措規１８の２１、１８の２３ 

【令和４年から７年のまでの間に居住の用に供した場合】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１頁＞ 

（１）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について適用期限（令和３年１２月３１日）を令

和７年１２月３１日まで４年延長するとともに、次の措置を講ずる。 

① 住宅の取得等をして令和４年から令和７年までの間に居住の用に供した場合の住宅借入金等の年末

残高の限度額（借入限度額）、控除率及び控除期間を次のとおりとする。 

イ ロ以外の住宅の場合 

居住年 借入限度額 控除率 控除期間 

令和４年・令和５年 ３,０００万円 
０．７％ 

１３年 

令和６年・令和７年 ２,０００万円 １０年 

（注）上記の金額等は、住宅の取得等が居住用家屋の新築、居住用家屋で建築後使用されたことのな

いものの取得又は宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の居住用家屋の取得で

ある場合の金額等であり、それ以外の場合（既存住宅の取得又は住宅の増改築等）における借入

限度額は一律２，０００万円と、控除期間は一律１０年とする。 

ロ 認定住宅等の場合 

 居住年 借入限度額 控除率 控除期間 

認定住宅 
令和４年・令和５年 ５,０００万円 

０．７％ １３年 
令和６年・令和７年 ４,５００万円 
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ＺＥＨ水準 

省エネ住宅 

令和４年・令和５年 ４,５００万円 

令和６年・令和７年 ３,５００万円 

省エネ基準 

適合住宅 

令和４年・令和５年 ４,０００万円 

令和６年・令和７年 ３,０００万円 

（注１）上記の「認定住宅等」とは、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅をい

い、上記の「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をいう。 

（注２）上記の金額等は、住宅の取得等が認定住宅等の新築又は認定住宅等で建築後使用されたこと

のないもの若しくは宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われたものの取得である場合

の金額等であり、住宅の取得等が認定住宅等で建築後使用されたことのあるものの取得である

場合における借入限度額は一律３,０００万円と、控除期間は一律１０年とする。 

② 適用対象者の所得要件を２,０００万円以下（現行：３，０００万円以下）に引き下げる。 

③ 個人が取得等をした床面積が４０㎡以上５０㎡未満である住宅の用に供する家屋で令和５年１２月

３１日以前に建築確認を受けたものの新築又は当該家屋で建築後使用されたことのないものの取得に

ついても、本特例の適用ができることとする。ただし、その者の控除期間のうち、その年分の所得税

に係る合計所得金額が１,０００万円を超える年については、適用しない。 

④ 令和６年１月１日以後に建築確認を受ける住宅の用に供する家屋（登記簿上の建築日付が同年６月

３０日以前のものを除く。）又は建築確認を受けない住宅の用に供する家屋で登記簿上の建築日付が同

年７月１日以降のもののうち、一定の省エネ基準を満たさないものの新築又は当該家屋で建築後使用

されたことのないものの取得については、本特例の適用ができないこととする。 

⑤ 適用対象となる既存住宅の要件について、築年数要件を廃止するとともに、新耐震基準に適合して

いる住宅の用に供する家屋（登記簿上の建築日付が昭和５７年１月１日以降の家屋については、新耐

震基準に適合している住宅の用に供する家屋とみなす。）であることを加える。 

⑥ 年末調整に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除その他の措置について、所要の措

置を講ずる。 

（注）上記②及び⑤の改正は、住宅の取得等をして令和４年１月１日以後に居住の用に供した場合につ

いて適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 本格的な人口減少，少子高齢化社会が到来する中、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け

た対策が急務となっている。こういった社会環境の変化等に対応した豊かな住生活を実現するために

は、住宅の省エネ性能の向上及び長期優良住宅の取得の促進とともに、既存の住宅ストックの有効活

用及び優良化を図ることが重要となる。 

 

ロ 住宅ローン控除などの税制措置の見直しに当たっては、こうした考え方や現下の経済状況も踏まえ
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つつ、所要の見直しを行うこととする。 

 

ハ まず、住宅ローン控除については、４年間延長することとする。その際、消費税率引上げに伴う反

動減対策としての借入限度額の上乗せ措置は終了し、住宅性能などに応じた上乗せ措置を講ずる。 

 

ニ 具体的には、カーボンニュートラルの実現の観点から、新築住宅及びリフォームにより良質化した

上で販売する買取再販住宅においては、認定住宅、ＺＥＨ水準省エネ住宅，省エネ基準適合住宅につ

いて借入限度額の上乗せ措置を講ずる。 

 

ホ また、これまで新築住宅に限定していた上乗せ措置について、既存住宅においても講ずることとす

る。さらに、令和６年以降に建築確認を受ける新築住宅については省エネ基準の要件化を行うなど所

要の措置を講じ、住宅分野の脱炭素化を推進する。 

 

ヘ 控除期間については、新築の認定住宅等について１３年間とする上乗せ措置を講ずる。 

 

ト なお、この措置は、わが国の経済状況が感染症の影響によって依然として厳しい状況にあることを

踏まえた当面の措置として行うものであり、今後の状況を踏まえて必要な見直しを行うこととする。 

 

チ 床面積要件については、令和５年以前に建築確認を受けた新築住宅において、合計所得金額１,０

００万円以下の者に限り、４０㎡に緩和する。 

 

リ 毎年の住宅ローン控除額が住宅ローン支払利息額を上回る状況が生じていることに対する平成３

０年度決算検査報告に対応する観点から、制度の簡素性も踏まえ、控除率を０．７％とするとともに、

住宅ローン控除の適用対象者の所得要件は２,０００万円に引き下げることとする。 

 

ヌ 東日本大震災の被災者による住宅の早期再建を引き続き支援する観点から、令和７年居住分以降対

象地域の絞り込みを行いつつ、控除率及び借入限度額の上乗せ措置を講ずる。 

 

ル また、所得税額から控除しきれない額を、所得税の課税総所得金額等の５％（最高９.７５万円）

の範囲内で個人住民税から控除する。 

 

ヲ この措置による個人住民税の減収額は、全額国費で補填する。 

 

② 改正の概要 

イ 従前の適用期間が到来したため、新たに見直した上で４年間継続された。 
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ロ 全体のまとめ 

 
入居年 

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 

借
入
限
度
額 

新
築
・
買
取
再
販 

認定住宅 ５,０００万円 ４,５００万円 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 ４,５００万円 ３,５００万円 

省エネ基準適合住宅 ４,０００万円 ３,０００万円 

その他の住宅 ３,０００万円 ２,０００万円(※１) 

既
存
住
宅 

認定住宅 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 

省エネ基準適合住宅 

３,０００万円 

その他の住宅 ２,０００万円 

控除率 ０．７％ 

控除期間 
新築・買取再販 １３年(※２) 

既存住宅 １０年 

合計所得金額要件 ２,０００万円 

床面積要件 ５０㎡(※３)以上 

築年数要件 昭和５７年以降に建築された住宅 

※１ 令和６年以後に建築確認を受ける新築住宅は適用外 

※２ 令和６、７年に入居した「その他の住宅」は１０年 

※３ 令和５年以前に建築確認を受けた新築住宅は、４０㎡以上とされる。ただし、合計所得金額が

１,０００万円以下の年に限って適用される。 

 

ハ 適用期間を令和７年中の入居開始まで、４年延長された。 

注）令和３年９月末までに新築工事の契約をした場合か、令和３年１１月末までに新築又は既存住宅

の購入や増改築等の契約をした場合には、令和３年分の特例として令和４年末までに入居した場合

が対象になるので、令和４年分の確定申告時は、どちらの年分のものか注意が必要 

 

ニ 既存住宅のうち、宅地建物取引業者が買い取った上でリフォームを行い良質化して販売する住宅を

「買取再販住宅」として、新築住宅と同様に扱われることになった。 

 

ホ 借入限度額の上乗せ措置について、消費税率の引き上げに伴う反動減対策としての上乗せ措置は終

了し、住宅の環境性能に応じた上乗せ措置とされた。 

 

ヘ 「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をいう。 
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ト 「ＺＥＨ水準省エネ住宅」とは、「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」をいい、「ゼッチ」とも呼

ばれ、家屋の断熱性を高め、太陽光発電システムや蓄電システムを利用して、年間を通して消費する

エネルギー量と同等のエネルギーを作り出すシステムを有する住宅をいい、通常の省エネ住宅よりも

上位にランクされる。 

 

チ 令和６年以降に建築確認を受ける新築住宅のうち、「その他の住宅」については、住宅ローン控除

を脱炭素化に資する住宅の取得を支援する制度とすることから、対象から外された。 

 

リ 控除率は、会計検査院からの指摘への対応として、現行の住宅ローン利率を踏まえ、０．７％に引

き下げられた。 

 

ヌ 控除期間は、新築・買取再販住宅については１３年（※）、既存住宅は１０年とされた。 

※ 「その他の住宅」で令和６年又は令和７年に入居したものは１０年 

 

ル 所得要件は、合計所得金額２,０００万円以下に引き下げられた。 

 

ヲ 床面積要件は、令和５年以前に建築確認を受けた新築住宅にかぎり、合計所得金額が１,０００万

円以下の者に限り４０㎡に緩和された。 

 

ワ 既存住宅の築年数要件について、従来の耐火住宅２５年、非耐火住宅２０年以内であった要件を、

昭和５７年以降に新築された住宅に緩和された。 

 

カ 平成３０年度決算検査報告（会計検査院）＜抄＞ 

住宅ローン控除特例の適用期間において住宅ローンの借入金利が住宅ローン控除特例の控除率であ

る１％を下回る場合には、住宅ローン控除額よりも課される所得税額の方が少ない場合等を除き、毎

年の住宅ローン控除額が住宅ローン支払利息額を上回ることになる。また、住宅ローンの借入金利が

低くなるほどその差額は大きくなる。 

このため、住宅ローンの借入金利が住宅ローン控除特例の控除率である１％を下回る場合には、住

宅ローンを組む必要がないのに住宅ローンを組む動機付けになったり、住宅ローン控除特例の適用期

間が終了するまで住宅ローンの繰上返済をしない動機付けになったりすることがある。 

昭和６１年に住宅ローン控除特例が創設された際の控除率は１％であったのに対して、同年３月時

点の旧住宅金融公庫の融資基準金利は５．２５％であった。一方、平成１５年から導入された全期間

固定金利の代表的な住宅ローンであるフラット３５の借入金利（返済期間が２１年以上３５年以下の

場合）についてみると、２０年４月時点で最高３．２０％から最低２．６４％であったのに対して、

令和元年８月時点で最高１．８７％から最低１．１７％となっているなど、近年住宅ローンの借入金

利は低下してきている。 



9／116 

特別措置は、国による特定の政策目的を実現するなどのための特別の政策手段であるとされている

ことから、その効果等を不断に検証する必要があるとされている。 

検査したところ、住宅税制租税特別措置について、住宅ローン控除特例の控除率である１％を下回

る借入金利で住宅ローンを借り入れている者の割合が７８．１％となっているなどの状況が見受けら

れた。 

 

 

(2) 住宅ローン控除に係る確定申告手続き  見直し 

措法４１の２の３  措令２６の３  措規１８の２３の２ 

【令和５年以後に入居する者が、令和６年１月１日以後に行う確定申告及び年末調整について適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」４頁＞ 

（４）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に係る確定申告手続等について、次の措置を講ず

る。 

① 令和５年１月１日以後に居住の用に供する家屋について、住宅借入金等を有する場合の所得税額の

特別控除（以下「住宅ローン控除」という。）の適用を受けようとする個人は、住宅借入金等に係る一

定の債権者に対して、当該個人の氏名及び住所、個人番号その他の一定の事項（以下「申請事項」と

いう。）を記載した申請書（以下「住宅ローン控除申請書」という。）の提出をしなければならないこ

ととする。 

② 住宅ローン控除申請書の提出を受けた債権者は、当該住宅ローン控除申請書の提出を受けた日の属

する年の翌年以後の控除期間の各年の１０月３１日（その提出を受けた日の属する年の翌年にあって

は、１月３１日）までに、当該住宅ローン控除申請書に記載された事項及び当該住宅ローン控除申請

書の提出をした個人のその年の１２月３１日（その者が死亡した日の属する年にあっては、同日）に

おける住宅借入金等の金額等を記載した調書を作成し、当該債権者の本店又は主たる事務所の所在地

の所轄税務署長に提出しなければならない。 

この場合において、当該債権者は、当該住宅ローン控除申請書につき帳簿を備え、当該住宅ローン

控除申請書の提出をした個人の各人別に、申請事項を記載し、又は記録しなければならないこととす

る。 

③ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書の記載事項に、住宅借入金等の年末残高を

加えることとする。 

④ 令和５年１月１日以後に居住の用に供する家屋に係る住宅ローン控除の適用を受けようとする個人

は、住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書及び新築の工事の請負契約書の写し等については、

確定申告書への添付を不要とする。この場合において、税務署長は、確定申告期限等から５年間、当

該適用に係る新築の工事の請負契約書の写し等の提示又は提出を求めることができることとし、当該

求めがあったときは、その適用を受ける個人は、当該書類の提示又は提出をしなければならないこと
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とする。 

⑤ 給与等の支払を受ける個人で年末調整の際に、令和５年１月１日以後に居住の用に供する家屋に係

る住宅ローン控除の適用を受けようとするものは、住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書につ

いては、給与所得者の住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書への添付を不要とする。 

⑥ その他所要の措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、居住年が令和５年以後である者が、令和６年１月１日以後に行う確定申告及び年

末調整について適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ デジタル技術を活用し、納税者がいつでも・どこでも簡単に手続きを行うことができる環境の整備

が重要である。 

 

ロ このため、住宅ローン控除の適用にあたり必要となる住宅ローン年末残高証明書の納税者による提

出を不要とするなど、ｅ－Ｔａｘの利便性を向上させる取組みを進めるとともに、登録免許税や自動

車重量税におけるキャッシュレス納付制度の創設等を行う。 

 

② 改正の概要 

イ 令和５年以後に居住の用に供する家屋について、住宅ローン控除を受けようとする場合は、住宅ロ

ーンを組む金融機関等に「住宅ローン控除申請書」を提出する。 

 

ロ 住宅ローン控除申請書の提出を受けた金融機関等は、毎年１２月３１日現在の住宅ローンの残高を

記載した調書をその金融機関の本店等の所轄税務署に提出する。 

 

ハ これにより、本人は税務署に住宅ローンの残高証明書を提出する必要がなくなる。 

 

ニ 税務署から毎年送られる住宅ローン控除に係る証明書には、住宅ローン残高が記載される。 

 

ホ 新築工事の請負契約書等の添付も不要とされ、申告期限から５年間は税務署長から提示又は提出を

求められた場合は、提示又は添付が必要とされる。 
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(3) 居住用財産の繰越控除等の特例  継続 

措法４１の５、４１の５の２ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」６頁＞ 

（８）居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の適用期限（令和３年１２月３１日）を令和

５年１２月３１日まで２年延長する。 

（９）特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限（令和３年１２月３１日）を令和５年１２月３

１日まで２年延長する。 

 

イ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等（措法４１の５） 

所有期間が５年を超える居住用財産について譲渡損失が発生し、かつ、譲渡日の翌年末までに買換資

産を取得してその年末に住宅ローンを有しており、取得日の翌年末までに居住の用に供する場合又は

その見込みである場合は、譲渡損失について損益通算及び繰越控除が認められる。（既存住宅に譲渡

損が発生し、新規住宅に住宅ローンを受けて取得した場合） 

 

ロ 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等（措法４１の５の２） 

所有期間が５年を超える居住用財産について譲渡損失が発生し、かつ、その譲渡契約の締結日の前日

において住宅ローンの残高があり、その譲渡対価の額を超えている場合には、譲渡損失の額のうち、

住宅ローンの残高から譲渡対価の額を控除した残額について損益通算及び繰越控除が認められる。

（既存住宅に譲渡損が発生し、既存分のローン残高が売却額を超えている場合） 

 

 

(4) 既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除  見直し 

措法４１の１９の２ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」６頁＞ 

（１０）既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除について、適用期限（令和３年１２月３１

日）を令和５年１２月３１日まで２年延長するとともに、次の措置を講ずる。 

① 令和４年及び令和５年に耐震改修工事をした場合の標準的な工事費用の額に係る控除対象限度額及

び控除率を次のとおりとする。 

工事完了年 控除対象限度額 控除率 

令和４年・令和５年 ２５０万円 １０％ 

② 標準的な工事費用の額について、工事の実績を踏まえて見直しを行う。 

 

イ 控除対象限度額と標準的な工事費用の額が見直され、適用期限が令和５年１２月３１日まで２年延

長された。 
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ロ 改修のための借入金があれば、住宅ローン控除と併用できる。 

 

 

(5) 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除   

見直し 

措法４１の１９の３  措令２６の２８の５  措規１９の１１の３ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７頁＞ 

（１１）既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について、適用期限（令和３年

１２月３１日）を令和５年１２月３１日まで２年延長するとともに、次の措置を講ずる。 

① 特定の改修工事をして令和４年及び令和５年に居住の用に供した場合の標準的な工事費用の額に係

る控除対象限度額及び控除率を次のとおりとする。 

居住年 対象工事 
控除対象 

限度額 
控除率 

令和４年・ 

令和５年 

バリアフリー改修工事 ２００万円 

１０％ 

省エネ改修工事 
２５０万円 

（３５０万円） 

三世代同居改修工事 ２５０万円 

耐震改修工事又は 

省エネ改修工事と併せて行う 

耐久性向上改修工事 

２５０万円 

（３５０万円） 

耐震改修工事及び 

省エネ改修工事と併せて行う 

耐久性向上改修工事 

５００万円 

（６００万円） 

（注）カッコ内の金額は、省エネ改修工事と併せて太陽光発電装置を設置する場合の控除対象限度額で

ある。 

② 個人が、当該個人の所有する居住用の家屋について上記（１０）①の耐震改修工事又は上記①の対

象工事をして、当該家屋を令和４年１月１日から令和５年１２月３１日までの間にその者の居住の用

に供した場合（その工事の日から６月以内にその者の居住の用に供した場合に限る。）には、一定の要

件の下で、当該個人の居住の用に供した日の属する年分の所得税の額から次に掲げる金額の合計額（当

該耐震改修工事又は対象工事に係る標準的な工事費用相当額の合計額と１,０００万円から当該金額

（当該金額が控除対象限度額を超える場合には、当該控除対象限度額）を控除した金額のいずれか低

い金額を限度）の５％に相当する金額を控除する。 

イ 当該耐震改修工事又は対象工事に係る標準的な工事費用相当額（控除対象限度額を超える部分に
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限る。）の合計額 

ロ 当該耐震改修工事又は対象工事と併せて行うその他の一定の工事に要した費用の金額（補助金等

の交付がある場合には当該補助金等の額を控除した後の金額）の合計額 

（注）上記の「標準的な工事費用相当額」とは、耐震改修工事又は対象工事の種類等ごとに標準的な工

事費用の額として定められた金額に当該耐震改修工事又は対象工事を行った床面積等を乗じて計算

した金額（補助金等の交付がある場合には当該補助金等の額を控除した後の金額）をいう。 

③ 適用対象となる省エネ改修工事を窓の断熱改修工事又は窓の断熱改修工事と併せて行う天井、壁若

しくは床の断熱改修工事（現行：全ての居室の全ての窓の断熱改修工事又は全ての居室の全ての窓の

断熱改修工事と併せて行う天井、壁若しくは床の断熱改修工事）とする。 

④ 標準的な工事費用の額について、工事の実績を踏まえて見直しを行う。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

 

イ 控除対象限度額と標準的な工事費用の額が見直され、適用期限が令和５年１２月３１日まで２年延

長された。 

 

ロ 適用対象となる省エネ改修工事について、窓の断熱改修工事又は窓の断熱改修工事と併せて行う天

井、壁若しくは床の断熱改修工事とされた（改正前：全ての居室の全ての窓の断熱改修工事又は全て

の居室の全ての窓の断熱改修工事と併せて行う天井、壁若しくは床の断熱改修工事）。 

 

ハ 住宅ローン控除との併用はできない。 

 

 

(6) 認定住宅の新築等をした場合の所得税の特別控除  見直し 

措法４１の１９の４  措規１９の１１の４ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」３頁＞ 

（２）認定住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除について適用期限（令和３年１２月３１日）を

令和５年１２月３１日まで２年延長するとともに、対象住宅の新築等をして令和４年及び令和５年に

居住の用に供した場合の対象住宅、標準的な性能強化費用に係る控除対象限度額及び控除率を次のと

おりとする。 

居住年 対象住宅 控除対象限度額 控除率 

令和４年・令和５年 
認定住宅 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 
６５０万円 １０％ 

  

 

イ 対象住宅の範囲が見直された上で、適用期限が令和５年１２月３１日まで２年延長された。 
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ロ 住宅ローン控除との併用はできない。 

 

 

(7) 証拠書類のない簿外経費の必要経費不算入  創設 

所法４５  所令９８の２  所規２１の３ 

【令和５年分以後の所得税に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１４頁＞ 

（１）その年において不動産所得、事業所得若しくは山林所得を生ずべき業務を行う者又はその年におい

て雑所得を生ずべき業務を行う者でその年の前々年分の当該雑所得を生ずべき業務に係る収入金額が

３００万円を超えるものが、隠蔽仮装行為に基づき確定申告書（その申告に係る所得税についての調

査があったことにより当該所得税について決定があるべきことを予知して提出された期限後申告書を

除く。以下同じ。）を提出しており、又は確定申告書を提出していなかった場合には、これらの確定申

告書に係る年分のこれらの所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るために直接

に要した費用の額（資産の販売又は譲渡における当該資産の取得に直接に要した額及び資産の引渡し

を要する役務の提供における当該資産の取得に直接に要した額として一定の額を除く。以下「売上原

価の額」という。）及びその年の販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じ

た費用の額は、次に掲げる場合に該当する当該売上原価の額又は費用の額を除き、その者の各年分の

これらの所得の金額の計算上、必要経費の額に算入しないこととする。 

① 次に掲げるものにより当該売上原価の額又は費用の額の基因となる取引が行われたこと及びこれら

の額が明らかである場合（災害その他やむを得ない事情により、当該取引に係るイに掲げる帳簿書類

の保存をすることができなかったことをその者において証明した場合を含む。） 

イ その者が所得税法の規定により保存する帳簿書類 

ロ 上記イに掲げるもののほか、その者がその住所地その他の一定の場所に保存する帳簿書類その他

の物件 

② 上記①イ又はロに掲げるものにより、当該売上原価の額又は費用の額の基因となる取引の相手方が

明らかである場合その他当該取引が行われたことが明らかであり、又は推測される場合（上記①に掲

げる場合を除く。）であって、当該相手方に対する調査その他の方法により税務署長が、当該取引が行

われ、これらの額が生じたと認める場合 

（注１）その者がその年分の確定申告書を提出していた場合には、売上原価の額及び費用の額のうち、

その提出したその年分の確定申告書等に記載した課税標準等の計算の基礎とされていた金額は、

本措置の対象から除外する。 

（注２）上記の改正は、令和５年分以後の所得税について適用する。 
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① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 適正な記帳や帳簿保存が行われていない納税者については、真実の所得把握に係る税務当局の執行

コストが多大であり、行政制裁等を適用する際の立証に困難を伴う場合も存在する。 

 

ロ 記帳義務の不履行や税務調査時の簿外経費の主張等に対する不利益がない中では、悪質な納税者を

利するような事例も生じているところである。 

 

ハ 記帳義務及び申告義務を適正に履行する納税者との公平性の観点に鑑み、帳簿の不保存・不提示や

記帳不備に対し、意図しない記帳誤りや帳簿の作成能力に配慮した上で、その記帳義務の不履行の程

度に応じて過少申告加算税等を加重する仕組みを設ける。 

 

ニ また、納税者が事実の仮装・隠蔽がある年分又は無申告の年分において主張する簿外経費の存在が

帳簿書類等から明らかでなく、税務当局による反面調査によってもその取引が行われたと認められな

い場合には、当該簿外経費は必要経費・損金に不算入とする措置を講ずる。 

 

② 改正の概要 

イ 次のいずれかに該当する者に適用される。 

(ｲ)  その年において不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき業務を行う者 

(ﾛ)  その年において雑所得を生ずべき業務を行う者で、前々年分の当該雑所得を生ずべき業務に係る

収入金額が３００万円を超える者 

 

ロ 事実の仮装・隠蔽がある確定申告書を提出しているか、又は確定申告書を提出していなかった場合

に適用される。 

 

ハ 上記イ、ロの場合には、次に該当する場合を除き、売上原価、販売費、一般管理費その他これらの

所得を生ずべき業務について生じた費用の額は、必要経費に算入しないこととされる。 

 

(ｲ)  販売又は譲渡をした資産を取得するための直接原価の額として一定の額、又は資産の引渡しを行

う役務提供における当該資産を取得するための直接原価の額として一定の額 

 

(ﾛ)  保存されている一定の帳簿書類等によって、取引の存在と金額が明らかと認められる間接売上原

価及び販売管理費その他の費用の額 
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(ﾊ)  保存されている一定の帳簿書類等によって明らかとされる取引先への反面調査によって、取引の

存在と金額が生じたと認められる間接売上原価及び販売管理費その他の費用の額 

 

ニ この規定が適用されると、間接売上原価と販売管理費その他の費用については、同業他者との比較

等は考慮されず、帳簿書類等の資料と反面調査によって明らかな金額に限られるので、所得金額が実

際よりも多く計算される可能性も十分にあり得ると思われる。 

 

 

＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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＜参考資料 白色申告の収支内訳書の例＞ 

 

 

 

(8) 納税地の特例に係る変更等の届出  見直し 

所法１６  旧所法２０ 

【令和５年１月１日以後の納税地の変更に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１５頁＞ 

（２）納税地の特例制度等について、次の見直しを行う。 

① 納税地の変更に関する届出書について、その提出を不要とする。 

② 納税地の異動があった場合に提出することとされている届出書について、その提出を不要とする。 

（注）上記の改正は、令和５年１月１日以後の納税地の変更等について適用する。 

 

イ 納税地の特例とは、住所地以外の居所地、事業場の所在地を納税地とする特例をいう（所法１６）。 
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(9) 社会保険料控除等の確定申告手続き  見直し 

所令２６２、３１９ 

【令和４年分以後に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１５頁＞ 

（３）社会保険料控除及び小規模企業共済等掛金控除に係る確定申告手続等について、次の措置を講ずる。 

① 社会保険料控除又は小規模企業共済等掛金控除の適用を受ける際に確定申告書等に添付等をするこ

ととされている控除証明書の範囲に、当該控除証明書を交付すべき者から電磁的方法により提供を受

けた当該控除証明書に記載すべき事項が記録された電磁的記録を一定の方法により印刷した書面で、

真正性を担保するための所要の措置が講じられているものとして国税庁長官が定めるものを加える。 

（注）上記の改正は、令和４年分以後の確定申告書を提出する場合について適用する。 

② 社会保険料控除又は小規模企業共済等掛金控除の適用を受ける際に給与所得者の保険料控除申告書

に添付等をすることとされている控除証明書の範囲に、当該控除証明書を交付すべき者から電磁的方

法により提供を受けた当該控除証明書に記載すべき事項が記録された電磁的記録を一定の方法により

印刷した書面で、真正性を担保するための所要の措置が講じられているものとして国税庁長官が定め

るものを加える。 

（注）上記の改正は、令和４年１０月１日以後に給与所得者の保険料控除申告書を提出する場合につい

て適用する。 

③ 給与等の支払を受ける者で年末調整の際に社会保険料控除又は小規模企業共済等掛金控除の適用を

受けようとするものは、給与所得者の保険料控除申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供す

る場合には、上記②の控除証明書の書面による提出又は提示に代えて、当該控除証明書に記載すべき

事項が記録された情報で当該控除証明書を交付すべき者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明

書が付されたものを、当該申告書に記載すべき事項と併せて電磁的方法により提供することができる

こととする。この場合において、当該給与等の支払を受ける者は、当該控除証明書を提出し、又は提

示したものとみなす。 

（注）上記の改正は、令和４年１０月１日以後に給与所得者の保険料控除申告書を提出する場合につい

て適用する。 

④ 電子情報処理組織を使用する方法（ｅ－Ｔａｘ）により確定申告を行う場合において、マイナポー

タルを使用して取得する上記①の控除証明書に記載すべき事項が記録された情報で当該控除証明書を

交付すべき者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書が付されたものの送信をもって、当該控

除証明書の添付等に代えることができることとする。 

（注）上記の改正は、令和４年分以後の確定申告書を提出する場合について適用する。 
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２ 資産課税 

(1) 住宅取得資金贈与の特例  見直し 

措法７０の２、７０の３  措令４０の４の２、４０の５  措規２３の５の２、２３の６ 

【令和４年１月１日以後（１８歳以上への引下げは令和４年４月１日以後）の贈与から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１８頁＞ 

（１）適用期限（令和３年１２月３１日）を令和５年１２月３１日まで２年延長する。 

（２）非課税限度額は、住宅用家屋の取得等に係る契約の締結時期にかかわらず、住宅取得等資金の贈与

を受けて新築等をした次に掲げる住宅用家屋の区分に応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

① 耐震、省エネ又はバリアフリーの住宅用家屋 １,０００万円 

② 上記以外の住宅用家屋 ５００万円 

（３）適用対象となる既存住宅用家屋の要件について、築年数要件を廃止するとともに、新耐震基準に適

合している住宅用家屋（登記簿上の建築日付が昭和５７年１月１日以降の家屋については、新耐震基

準に適合している住宅用家屋とみなす。）であることを加える。 

（４）受贈者の年齢要件を１８歳以上（現行：２０歳以上）に引き下げる。 

（注１）上記（（２）を除く。）の改正は、住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税制度の特例措置

及び震災特例法の贈与税の非課税措置についても同様とする。なお、住宅取得等資金の贈与に係

る震災特例法の贈与税の非課税措置に係る非課税限度額は、現行制度と同額とする。 

（注２）上記の改正は、令和４年１月１日（上記（４）の改正については、同年４月１日）以後に贈与

により取得する住宅取得等資金に係る贈与税について適用する。 

 

① 改正の概要 

イ 改正点のまとめ 

適用対象 
令和４年１月１日～令和５年１２月３１日 

の間に贈与により取得する住宅取得資金 

非課税限度額 

耐震、省エネ、バリア

フリーの住宅家屋 
１,０００万円 

上記以外の住宅家屋 ５００万円 

既存住宅用家屋の要件 

新耐震基準に適合している住宅用家屋（※１） 

（登記簿上の建築日付が昭和５７年１月１日以後である場

合は、新耐震基準に適合しているとみなす。） 

受贈者の年齢要件 １８歳以上に引き下げ（※２） 

※１ 築年数要件は廃止された。 
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※２ 令和４年４月１日以後の贈与から適用 

 

ロ 取得等に係る契約日による適用時期の判定は廃止され、贈与する時期による判定に戻った。 

 

 

(2) 非上場株式等に係る納税猶予制度の特例制度  見直し 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」２０頁＞ 

（３）非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度について、特例承継計画の提出期限を１

年延長する。 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 法人版事業承継税制については、平成３０年１月から１０年間の特例措置として、令和５年３月末

までに特例承継計画の提出がなされた事業承継について抜本的拡充を行ったものである。 

 

ロ 今般の感染症の影響により計画策定に時間を要する場合もあるため、特例承継計画の提出期限を令

和６年３月末まで１年間延長する。 

 

ハ この特例措置は、日本経済の基盤である中小企業の円滑な世代交代を通じた生産性向上が待ったな

しの課題であるために事業承継を集中的に進めるための時限措置としていることを踏まえ、令和９年

１２月末までの適用期限については今後とも延長を行わない。 

 

ニ 事業承継を検討している中小企業経営者の方々には、適用期限が到来することを見据え、早期に事

業承継に取り組むことを強く期待する。 

 

 

(3) 相続税に係る死亡届の情報等の通知  見直し 

相法５８ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」４４頁＞ 

① 法務大臣は、死亡等に関する届書に係る届書等情報等の提供を受けたときは、当該届書等情報等及び

当該死亡等をした者の戸籍等の副本に記録されている情報を、当該提供を受けた日の属する月の翌月末

日までに、国税庁長官に通知しなければならない。 

② 市町村長は、当該市町村長等が当該市町村の住民基本台帳に記録されている者に係る死亡等に関する
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届書の受理等をしたときは、当該死亡等をした者が有していた土地又は家屋に係る固定資産課税台帳の

登録事項等を、当該届書の受理等をした日の属する月の翌月末日までに、当該市町村の事務所の所在地

の所轄税務署長に通知しなければならない。 

（注）上記の改正は、戸籍法の一部を改正する法律の施行の日以後に適用する。 

 

＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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３ 法人課税 

(1) 積極的な賃上げ等を促すための措置 

措法１０の５の４、４２の１２の５  措令５の６の４、２７の１２の５  措規５の１２、２０の１０ 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 「成長と分配の好循環」の実現に向けて、長期的な視点に立って一人ひとりへの積極的な賃上げを

促すとともに、株主だけでなく従業員、取引先などの多様なステークホルダーへの還元を後押しする

観点から、賃上げに係る税制措置を抜本的に強化する。 

 

ロ 具体的には、継続雇用者の給与等支給額及び教育訓練費を増加させた企業に対し、給与等支給額の

増加額の最大３０％を控除する措置を設ける。その際、資本金１０億円以上かつ常時使用従業員数１，

０００人以上の大企業に対しては、マルチステークホルダーに配慮した経営への取組みを宣言するこ

とを要件とする。 

 

ハ 中小企業については、賃上げを高い水準で行うとともに、教育訓練費を増加させた場合に、給与等

支給額の増加額の最大４０％を控除する措置を設ける。 

 

ニ 賃上げに係る税制措置としては過去最高水準の税額控除率となるこの税制も活用しつつ、企業が基

本給を含む賃上げや人的資本の拡充、下請け先との取引適正化をはじめとする多様なステークホルダ

ーへの還元に着実に取り組み、「成長と分配の好循環」が早期に起動することを期待するとともに、

取組みの結果やこの税制がもたらす効果を注視していく。 

 

ホ あわせて、収益が拡大しているにもかかわらず賃上げも投資も特に消極的な企業に対し、租税特別

措置の適用を停止する措置を強化する。 
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＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 

 

 

＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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(2) 大企業向けの所得拡大促進税制  見直し 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」３２頁＞ 

（１）給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度のうち新規雇用者に係る措置の改組 

給与等の支給額が増加した場合の税額控除制度のうち新規雇用者に係る措置を改組し、青色申告書を

提出する法人が、令和４年４月１日から令和６年３月３１日までの間に開始する各事業年度において国

内雇用者に対して給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支

給額に対する増加割合が３％以上であるときは、控除対象雇用者給与等支給増加額の１５％の税額控除

ができる制度とする。この場合において、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対

する増加割合が４％以上であるときは、税額控除率に１０％を加算し、教育訓練費の額の比較教育訓練

費の額に対する増加割合が２０％以上であるときは、税額控除率に５％を加算する。ただし、控除税額

は、当期の法人税額の２０％を上限とする（所得税についても同様とする。）。 

（注１）資本金の額等が１０億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が１,０００人以上である

場合には、給与等の支給額の引上げの方針、取引先との適切な関係の構築の方針その他の事項をイ

ンターネットを利用する方法により公表したことを経済産業大臣に届け出ている場合に限り、適用

があるものとする。 

（注２）上記の「継続雇用者給与等支給額」とは、継続雇用者（当期及び前期の全期間の各月分の給与

等の支給がある雇用者で一定のものをいう。）に対する給与等の支給額をいい、上記の「継続雇用者

比較給与等支給額」とは、前期の継続雇用者給与等支給額をいう。 

（注３）設立事業年度は対象外とする。 

（注４）教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置の適用を受ける場合には、教育訓練費の明細を記載

した書類の保存（現行：確定申告書等への添付）をしなければならないこととする。 

 

① 改正の概要 

イ 適用要件を、継続雇用者に対する給与総額が、対前年３％以上増加した場合とされた。 

 

ロ 資本金１０億円かつ常時使用従業員数１,０００人以上の大企業については、マルチステークホル

ダーへの配慮として、従業員への還元や取引先への配慮を行っていることを自社のウェブサイトで宣

言して公表していることを、経済産業大臣へ提出していることも要件とされた。 

 

ハ 控除額と控除率は次のとおりとされ、上乗せ措置をすべて適用すると最大３０％になる。 

(ｲ)  基  本：雇用者全体の給与総額の対前年増加額 ×１５％ 

(ﾛ)  賃上率による上乗せ：継続雇用者に対する給与総額が対前年４％以上増加した場合 １０％ 

(ﾊ)  教育訓練費による上乗せ：教育訓練費が対前年２０％以上増加した場合 ５％ 
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ニ 控除上限は、法人税額の２０％とされる。 

 

 

(3) 中小企業向けの所得拡大促進税制  見直し 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」３３頁＞ 

（２）中小企業における所得拡大促進税制について、税額控除率の上乗せ措置を次のとおりとする見直し

を行った上、その適用期限を１年延長する（所得税についても同様とする。）。 

① 雇用者給与等支給額の比較雇用者給与等支給額に対する増加割合が２．５％以上である場合には、

税額控除率に１５％を加算する。 

② 教育訓練費の額の比較教育訓練費の額に対する増加割合が１０％以上である場合には、税額控除率

に１０％を加算する。 

（注）上記（１）の（注４）は、上記においても同様とする。 

 

① 改正の概要 

イ 適用要件は従来どおり、雇用者全体の給与総額が、対前年１．５％以上増加した場合とされる。 

 

ロ 控除額と控除率は次のとおりとされ、上乗せ措置をすべて適用すると最大４０％になる。 

(ｲ)  基  本：雇用者全体の給与総額の対前年増加額 ×１５％ 

(ﾛ)  賃上率による上乗せ：雇用者全体の給与総額が対前年２．５％以上増加した場合 １５％ 

(ﾊ)  教育訓練費による上乗せ：教育訓練費が対前年１０％以上増加した場合 １０％ 

 

ハ 従来は、(ﾛ)と(ﾊ)は一体で適用が求められていた。 

 

ニ 教育訓練費の増加に代わる中小企業等経営強化法による経営力向上の証明は廃止された。 

 

ホ 控除上限は、法人税額の２０％とされる。 

 

ヘ 雇用者給与等支給増加額の４０％の控除をフルに受けるためには、法人税額が雇用者給与等支給増

加額の２倍以上あることが必要になる。 

条   件        法人税額 × ０．２ ≧ 雇用者給与等支給増加額 × ０．４ 

両辺を０．２で割ると   法人税額 ≧ 雇用者給与等支給増加額 × ２ 
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ト 例えば、雇用者給与等支給増加額が１００万円とした場合、控除税額が最大４０万円になるが、そ

のためには、法人税額が２００万円以上なければならず、そのためには所得金額が 1,144.9万円以上

必要になる。 

所得金額が1,150万円の場合の法人税額 

8,000,000円 × １５％   ＝ 1,200,000円 

3,449,000円 × ２３.２％ ＝  800,168円 

計          2,000,168円 

 

チ 基本の１５％を適用する場合は、法人税額が雇用者給与等支給増加額の７５％以上あればフルに控

除することができる。 

条   件        法人税額 × ０．２ ≧ 雇用者給与等支給増加額 × ０．１５ 

両辺を０．２で割ると   法人税額 ≧ 雇用者給与等支給増加額 × ０．７５ 

 

 

(4) 特定税額控除不適用規定  見直し 

措法４２の１３  措令２７の１３ 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」３３頁＞ 

（３）大企業につき研究開発税制その他生産性の向上に関連する税額控除の規定（特定税額控除規定）を

適用できないこととする措置について、資本金の額等が１０億円以上であり、かつ、常時使用する従

業員の数が１,０００人以上である場合及び前事業年度の所得の金額が春を超える一定の場合のいず

れにも該当する場合には、継続雇用者給与等支給額に係る要件を、継続雇用者給与等支給額の継続雇

用者比較給与等支給額に対する増加割合が１％以上（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に開始する事業年度にあっては、０．５％以上）であること（現行：継続雇用者給与等支給額が

継続雇用者比較給与等支給額を超えること）とする。 

（注）一定の場合には、当期が設立事業年度又は合併等の日を含む事業年度である場合を含む。 

 

① 改正の概要 

イ 資本金１０億円以上かつ従業員数１,０００人以上の大企業について、当年度の所得金額が前年度

を上回っている場合で、以下の要件をいずれも満たさない場合には、生産性の向上に関連する特定税

額控除を利用することができない。 

(ｲ)  継続雇用者に対する給与総額が、前年度の継続雇用者に対する給与総額を超えていること。 

(ﾛ)  その年度の国内設備投資額が、当該年度の減価償却費総額の３割を超えること。 
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ロ 特定税額控除とは、研究開発税制、地域未来投資促進税制、５Ｇ導入促進税制、デジタルトランス

フォーメーション投資促進税制、カーボンニュートラル投資促進税制をいう。 

 

ハ 令和４年度税制改正により、上記イの(ｲ)の要件について、継続雇用者に対する給与総額が対前年

度１％（※）以上増加したこととされた。 

※ 令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに開始する事業年度は０．５％ 

 

 

(5) オープンイノベーション促進税制の拡充  見直し 

措令３２の２、３４、３７の４、３９の２４の２、３９の２８ 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」３４頁＞ 

特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として出資をした場合の課税の特例について、次の見直しを

行った上、その適用期限を２年延長する。 

（１）出資の対象となる特別新事業開拓事業者の要件のうち設立の日以後の期間に係る要件について、売

上高に占める研究開発費の額の割合が１０％以上の赤字会社にあっては、設立の日以後の期間を１５

年未満（現行：１０年未満）とする。 

（２）対象となる特定株式の保有見込期間要件における保有見込期間の下限及び取崩し事由に該当するこ

ととなった場合に特別勘定の金額を取り崩して益金算入する期間を、特定株式の取得の日から３年（現

行：５年）とする。 

（注）特定事業活動に係る証明の要件のうち特定事業活動を継続する期間についても、３年（現行：５年）

とする。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ スタートアップを徹底支援するとともに、既存企業の事業革新を促すことにより、企業が生み出す

付加価値の向上につなげることも、「成長と分配の好循環」の実現に向けて必要不可欠である。 

 

ロ スタートアップと既存企業の協働によるオープンイノベーシヨンを更に促進する観点から、資金の

払込みによる出資の一定額（※）の所得控除を認めるという極めて異例の措置であるオープンイノベ

ーション税制について、対象に設立１０年以上１５年未満の研究開発型スタートアップを追加する等

の拡充を行った上で２年間延長する。 

※ 株式等の取得価額の２５％相当額を限度とする。 
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② 改正の概要 

イ オープンイノベーション促進税制とは、研究開発税制が主として企業内部での研究開発を支援する

目的で設けられているのに対し、先端技術や開発力を持つ一定のスタートアップ企業に対して、開発

費用の積極的な資金注入を目的とする投資を行い、そのスタートアップ企業が開発した成果を取り入

れることを目的として、令和２年度改正で設けられた（措法６６の１３）。 

 

ロ オープンイノベーション促進税制の基本的な仕組みは、スタートアップ企業の株式等の取得価額の

２５％相当額を限度として損金算入を認めるもので、その損金算入額は別表４の※印減算で所得から

控除し、別表５（１）には反映されないので、課税の繰延べではなく永久的な減税である。 

 

ハ スタートアップ企業への出資額は１,０００万円以上（大企業の場合は１億円以上）とされ、取得

後５年以内にその株式を譲渡したり、利益剰余金の配当を受けたりすると損金算入額を益金の額に算

入しなければならない。 

 

ニ 令和４年度改正により、対象となるスタートアップ企業の範囲が拡充され、益金算入の判断基準と

なる年数が３年以内に短縮された上で、適用期限が２年延長された。 

 

 

(6) 証拠書類のない簿外経費の損金不算入  創設 

法法５５  法令１１１の４  法規２５の１０ 

【令和５年１月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」４２頁＞ 

（１）法人が、隠蔽仮装行為に基づき確定申告書（その申告に係る法人税についての調査があったことに

より当該法人税について決定があるべきことを予知して提出された期限後申告書を除く。以下同じ。）

を提出しており、又は確定申告書を提出していなかった場合には、これらの確定申告書に係る事業年

度の売上原価その他原価の額（資産の販売又は譲渡における当該資産の取得に直接に要した額及び資

産の引渡しを要する役務の提供における当該資産の取得に直接に要した額として一定の額を除く。以

下「売上原価の額」という。）並びにその事業年度の販売費、一般管理費等の費用の額及び損失の額（以

下「費用の額等」という。）は、次に掲げる場合に該当する当該売上原価の額又は費用の額等を除き、

その法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しないこととする。 

① 次に掲げるものにより当該売上原価の額又は費用の額等の基因となる取引が行われたこと及びこれ

らの額が明らかである場合（災害その他やむを得ない事情により、当該取引に係るイに掲げる帳簿書

類の保存をすることができなかったことをその法人において証明した場合を含む。） 

イ その法人が法人税法の規定により保存する帳簿書類 
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ロ 上記イに掲げるもののほか、その法人がその納税地その他の一定の場所に保存する帳簿書類その

他の物件 

② 上記①イ又はロに掲げるものにより、当該売上原価の額又は費用の額等の基因となる取引の相手方

が明らかである場合その他当該取引が行われたことが明らかであり、又は推測される場合（上記①に

掲げる場合を除く。）であって、当該相手方に対する調査その他の方法により税務署長が、当該取引が

行われ、これらの額が生じたと認める場合 

（注１）その法人がその事業年度の確定申告書を提出していた場合には、売上原価の額及び費用の額等

のうち、その提出したその事業年度の確定申告書等に記載した課税標準等の計算の基礎とされて

いた金額は、本措置の対象から除外する。 

（注２）上記の改正は、令和５年１月１日以後に開始する事業年度から適用する。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 適正な記帳や帳簿保存が行われていない納税者については、真実の所得把握に係る税務当局の執行

コストが多大であり、行政制裁等を適用する際の立証に困難を伴う場合も存在する。 

 

ロ 記帳義務の不履行や税務調査時の簿外経費の主張等に対する不利益がない中では、悪質な納税者を

利するような事例も生じているところである。 

 

ハ 記帳義務及び申告義務を適正に履行する納税者との公平性の観点に鑑み、帳簿の不保存・不提示や

記帳不備に対し、意図しない記帳誤りや帳簿の作成能力に配慮した上で、その記帳義務の不履行の程

度に応じて過少申告加算税等を加重する仕組みを設ける。 

 

ニ また、納税者が事実の仮装。隠蔽がある年分又は無申告の年分において主張する簿外経費の存在が

帳簿書類等から明らかでなく、税務当局による反面調査によってもその取引が行われたと認められな

い場合には、当該簿外経費は必要経費・損金に不算入とする措置を講ずる。 

 

② 改正の概要 

注）所得税の項を参照 
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(7) みなし配当の計算方法  見直し 

法令８、２３  所令６１ 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」４３頁＞ 

（２）みなし配当の額の計算方法等について、次の見直しを行う（所得税についても同様とする。）。 

① 資本の払戻しに係るみなし配当の額の計算の基礎となる払戻等対応資本金額等及び資本金等の額の

計算の基礎となる減資資本金額は、その資本の払戻しにより減少した資本剰余金の額を限度とする。 

（注）出資等減少分配に係るみなし配当の額の計算及び資本金等の額から減算する金額についても、同

様とする。 

② 種類株式を発行する法人が資本の払戻しを行った場合におけるみなし配当の額の計算の基礎となる

払戻等対応資本金額等及び資本金等の額の計算の基礎となる減資資本金額は、その資本の払戻しに係

る各種類資本金額を基礎として計算することとする。 

 

① 改正の概要 

イ 減資を行って株主に資本を払い戻した場合には、会社法上、次のような手順になる。 

減    資  資 本 金 ／ 資本剰余金 

剰余金の配当  資本剰余金 ／ 現 預 金 

 

ロ 会社法の規定上、有償減資という制度はなく、資本金を減少して資本剰余金に振り替え、その資本

剰余金を剰余金の配当として株主に支払うという２段階の手続きになっている。 

 

ハ 会社法による処理では、減資によって発生した資本剰余金は、そのまま株主に払い戻されるので、

利益剰余金の増減はない。 

 

ニ 法人税法では、会社法と異なり次のような処理になる。 

減    資  資本金等の額 ／ 資本金等の額 

剰余金の配当  資本金等の額・利益積立金額 ／ 現 預 金 

 

ホ 法人税法では、資本金と資本剰余金等を総称して資本金等の額としているので、減資そのものは資

本金等の額の増減に影響しない。 

 

ヘ 資本の払戻し（会社法上の資本剰余金の配当）を行った場合は、払戻額をその時点における資本金

等の額と利益積立金額との比率で按分し、利益積立金額の減少額はみなし配当になる。 
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ト この按分方法について、令和４年度改正により、減少する資本金等の額は、払い戻しによって減少

した資本剰余金の額を限度とすることとされた。 

 

チ この改正は、法人税法施行令に定める按分方法の規定が法人税法の委任に応えていないとして、令

和３年３月１１日に最高裁第一小法廷で国側の敗訴が確定した事件を受けたことによる。 

 

リ ただ、この事案は、会計の利益剰余金の額がプラスであるのに、法人税法の利益積立金額がマイナ

スであるという特殊な状況の下で起きたものであることから、実務上の影響はほとんどないと思われ

る。 

 

 

(8) 少額減価償却資産等から貸付用資産の除外  見直し 

所令１３８、１３９  法令１３３、１３３の２  所規３４の２、３４の３  法規２７の１７ 

２７の１７の２  措法２８の２、６７の５  措令１８の５、３９の２８  措規９の９、２２の１８ 

【令和４年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」４４、５１頁＞ 

（４）少額の減価償却資産の取得価額の損金算入制度について、対象資産から、取得価額が１０万円未満

の減価償却資産のうち貸付け（主要な事業として行われるものを除く。）の用に供したものを除外する

（所得税についても同様とする。）。 

（５）一括償却資産の損金算入制度について、対象資産から貸付け（主要な事業として行われるものを除

く。）の用に供した資産を除外する（所得税についても同様とする。）。 

（８）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例について、対象資産から貸付け（主

要な事業として行われるものを除く。）の用に供した資産を除外した上、その適用期限を２年延長する

（所得税についても同様とする。）。 

 

① 改正の概要 

イ 少額減価償却資産（１０万円未満）、一括償却資産（２０万円未満）、中小企業者に対する少額減価

償却資産の特例（３０万円未満）の対象となる資産の範囲から、貸付けの用に供されるものが除外さ

れた。 

 

ロ このため、貸付用の少額減価償却資産等については、事業の用に供した事業年度において取得価額

を損金算入することができず、通常の減価償却資産として資産に計上し、耐用年数にわたって減価償

却をしていかなければならない。 
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ハ 改正後において貸付用の少額減価償却資産等を一時に損金経理した場合には、償却超過として申告

調整を継続していかなければならない。 

 

ニ ただし、リース会社など、貸付けがその法人の主要な事業として行われている場合は、適用されな

い。 

 

ホ 節税対策封じとして設けられたものではあるが、通常の業務においても、介護用品、建設資材など

で該当する場合がある。 

 

② 貸付けがその法人の主要な事業として行われているかの判断基準 

イ 次のいずれかに該当する場合には、貸付けがその法人の主要な事業として行われているものとされ、

少額減価償却資産として適用を受けることができる。 

(ｲ)  内国法人が当該内国法人との間に特定関係がある法人の事業の管理及び運営を行う場合におけ

る当該法人に対する資産の貸付け 

※ 特定関係とは、一の者が法人の事業の経営に参加し、事業を実質的に支配し、又は株式若しく

は出資を有する場合における当該一の者と法人との間の関係（当事者間の関係）、一の者との間

に当事者間の関係がある法人相互の関係その他これらに準ずる関係をいう。 

 

(ﾛ)  内国法人に対して資産の譲渡又は役務の提供を行う者の、当該資産の譲渡又は役務の提供の事業

の用に専ら供する資産の貸付け 

 

(ﾊ)  継続的に内国法人の経営資源を活用して行い、又は行うことが見込まれる事業としての資産の貸

付け 

※ 経営資源とは、事業の用に供される設備（その貸付けの用に供する資産を除く。）、事業に関す

る従業者の有する技能又は知識（租税に関するものを除く。）その他これらに準ずるものをいう。 

 

(ﾆ)  内国法人が行う主要な事業に付随して行う資産の貸付け 

 

ロ 資産の貸付け後に、当該資産を譲渡した譲渡人その他の者が当該資産を買い取り、又は当該資産を

第三者に買い取らせることをあっせんする旨の契約が締結されている場合（※）における当該貸付け

は、主要な事業として行われる貸付けに該当しないものとされる。 

※ 貸付けの対価の額及び当該資産の買取りの対価の額の合計額が、当該資産の取得価額のおおむね

９０％に相当する金額を超える場合に限る。 
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＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 

 

 

 

(9) 平成２１年及び２２年に取得した土地等の先行取得の特例  廃止 

措法３７の９、６６の２ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」５１頁＞ 

（７）平成２１年及び平成２２年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例は、適用期限が到来したた

め、その規定を削除する（所得税についても同様とする。）。 

 

イ 平成２１年又は２２年に取得した土地等を譲渡した場合の１,０００万円の所得の特別控除（措法

３５の２、６５の５の２）の規定は、今後も存在する。 
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(10) 一定の内国法人が受ける配当等に係る源泉徴収の不適用  見直し 

所法１７７、２１２  所令３０１ 

【令和５年１０月１日以後に支払いを受けるべき配当等に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」１１頁＞ 

（３）一定の内国法人が支払を受ける配当等で次に掲げるものについては、所得税を課さないこととし、

その配当等に係る所得税の源泉徴収を行わないこととするほか、これに伴う所要の措置を講ずる。 

① 完全子法人株式等（株式等保有割合１００％）に該当する株式等に係る配当等 

② 配当等の支払に係る基準日において、当該内国法人が直接に保有する他の内国法人の株式等（当該

内国法人が名義人として保有するものに限る。以下同じ。）の発行済株式等の総数等に占める割合が３

分の１超である場合における当該他の内国法人の株式等に係る配当等 

（注１）上記の「一定の内国法人」とは、内国法人のうち、一般社団法人及び一般財団法人（公益社団

法人及び公益財団法人を除く。）、人格のない社団等並びに法人税法以外の法律によって公益法人

等とみなされている法人以外の法人をいう。 

（注２）上記の改正は、令和５年１０月１日以後に支払を受けるべき配当等について適用する。 

 

① 改正の概要 

イ 次のいずれかに該当する株式等に係る配当等については、所得税を課さないこととし源泉徴収が不

要とされた。 

(ｲ)  完全子法人株式等に該当する株式等（配当等の計算期間を通じて完全支配関係がある株式等をい

う。） 

(ﾛ)  配当等の支払に係る基準日において、名義人として直接保有する株式等の総株数に対する割合が

３分の１超である株式等 

 

ロ 上記(ﾛ)の株式等は、受取配当等の益金不算入制度における関連法人株式等と近いが、受取配当等

の益金不算入制度における関連法人株式等とは、完全支配関係がある他の法人が有する株式等も含め

て、保有する株式等の総株数に対する割合が３分の１超である株式等で、配当等の支払に係る基準日

の前６か月間引き続き有している株式等をいう（法法２３④、法令２２）。 

 

ハ この違いは、配当等を支払う側が、関連法人株式等に該当するかどうかを短期間のうちに判断する

のは困難な場合があることを考慮したものと思われる。 

 

ニ この改正は令和元年度に会計検査院から、完全子法人株式等及び関連法人株式等に該当する株式に

ついて源泉徴収を行っても、その配当等を受けた法人は受取配当等の益金不算入制度が適用されて全

額が控除されて課税されないため、次のような指摘を受けていたことが改正の理由とされている。 
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ホ 令和元年度決算検査報告（会計検査院）＜抄＞ 

源泉徴収制度は、所得税を効率的かつ確実に徴収するなどの趣旨から設けられたものであり、申告

納税制度を前提とした場合の所得税又は法人税の前払的性質を持ち、原則として個人又は法人の確定

申告等の手続を通じて精算される仕組みとなっているものである。一方、原則として全額が益金不算

入の対象となり法人税が課されないこととなっている完全子法人株式等及び関連法人株式等に係る配

当等の額に対して源泉徴収を行っていて、税務署における源泉所得税事務が生ずるとともに、所得税

額控除の適用による源泉所得税の精算に伴い、還付金及び還付加算金並びにこれらに係る税務署の還

付事務が生じやすい状況となっていると思料される。 

上記を踏まえて検査したところ、原則として全額に法人税が課されていない完全子法人株式等及び

関連法人株式等に係る配当等の額に対して源泉徴収を行っていたことから、企業グループ内において

納税に係る一時的な資金負担が生ずるとともに、当該配当等に対する税務署における源泉所得税事務

が生じたり、源泉所得税相当額について所得税額控除が適用されることにより還付金及び還付加算金

並びにこれらに係る税務署の還付事務が生じたりしている状況となっていた。このような状況は、源

泉所得税が法人税の前払的性質を持つことや所得税を効率的かつ確実に徴収するなどの源泉徴収制度

の趣旨に必ずしも沿ったものとはなっていないと思料される。 

ついては、本院の検査で明らかになった状況を踏まえて、財務省において、源泉徴収義務者による

源泉徴収事務の便宜を考慮した上で、配当等に対する源泉徴収制度の在り方について、引き続き、様々

な観点から効率性、有効性等を高める検討を行っていくことが肝要である。 
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４ 消費課税 

(1) 免税事業者に対する適格請求書発行事業者の登録  見直し 

平２８・所得税法等の一部を改正する法律附則４４ 

【令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの日の属する課税期間中に適格請求書発行事業

者の登録を受ける場合に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」５７頁＞ 

（１）適格請求書発行事業者の登録について、次の見直しを行う。 

① 免税事業者が令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの日の属する課税期間中に適格請

求書発行事業者の登録を受ける場合には、その登録日から適格請求書発行事業者となることができる

こととする。 

② 上記①の適用を受けて登録日から課税事業者となる適格請求書発行事業者（その登録日が令和５年

１０月１日の属する課税期間中である者を除く。）のその登録日の属する課税期間の翌課税期間からそ

の登録日以後２年を経過する日の属する課税期間までの各課税期間については、事業者免税点制度を

適用しない。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 消費税の複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から、令和５年１０月に施行される

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）について、円滑な制度移行に向けて政府・与党は

一体となって万全の対応を進める。 

 

ロ このため、事業者に対するプッシュ型の周知・広報や説明会の開催だけでなく、事業者団体とも連

携しながら、経営相談等に係る体制を強化するといった取組みを更に進めていく。 

 

ハ また、民間団体と連携して電子インボイスの社会実装に向けた取組みを推進するとともに、ＩＴ導

入補助金等により制度移行もきっかけとした中小事業者の取引やバックオフィスのデジタル化を支

援することで、中小企業の生産性向上を後押ししていく。加えて、持続化補助金により制度移行等の

環境変化を見据えて取り組む小規模事業者も着実に支援していく。 

 

ニ さらに、制度移行にともなって免税事業者である小規模事業者が不当な取扱いを受けないよう、免

税事業者等との取引に関する独占禁止法、下請法、建設業法における取扱い等を明確化して周知する

とともに、それらの法令に基づいて、相談窓口での対応や、下請Ｇメンや書面調査による状況把握を

通じて適切に対処する。 
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ホ これらの取組みを着実に進めつつ、引き続き、事業者の準備状況等を丁寧に把握し、必要な対応を

行う。 

 

② 改正の概要 

イ 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録をする際に、課税期間の途中から課税事業者になれる経

過措置について、免税事業者からの仕入に対して８０％又は５０％の仕入税額控除が認められる期間

中に適用できるよう、その経過措置の期間が６年延長された。 

 

ロ 免税事業者が適格請求書等を発行するためには、本来、課税事業者の選択をした上で、適格請求書

発行事業者として登録を受けなければならない。 

 

ハ 免税事業者が令和５年１０月１日の属する課税期間において登録の申請を行うと、経過措置によっ

て課税事業者選択届出書を提出しなくても、登録日から課税事業者になる。なお、登録申請書を令和

５年３月３１日までに提出した場合（※）は、令和５年１０月１日が登録日になる。 

※ 令和５年３月３１日までに登録申請書を提出することに困難な事情がある場合には、令和５年

９月３０日までに申請書を提出すれば、令和５年１０月１日が登録日になる。 

 

ニ したがって、経過措置の適用により、同一の課税期間において、免税事業者である期間と課税事業

者である期間が存在することになる。 

 

ホ 令和５年１０月１日の属する課税期間を過ぎると、経過措置の適用が受けられず、まず課税事業者

になったうえで適格請求書発行事業者としての登録を行う必要がある。 

 

ヘ 課税事業者になるためには、その課税期間の前課税期間中に課税事業者選択届出書を提出しなけれ

ばならず、その課税期間の初日から適格請求書発行事業者になるためには、その初日の１か月前まで

に登録申請書を提出しなければならない。 

 

ト 令和５年１０月１日以後は、課税事業者は免税事業者からの課税仕入れについて仕入税額控除を受

けることができないが、経過措置により、令和８年９月末日までの課税仕入れについては８０％の控

除が認められ、令和８年１０月１日から令和１１年９月３０日までの課税仕入れについては５０％の

控除が認められる。 

 

チ この経過措置が設けられた趣旨は、適格請求書等保存方式が実施された後も、免税事業者が取引か

ら直ちに排除されることを避けつつ、併せて、免税事業者に対しても適格請求書発行事業者を選択し
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ようとする意思を醸成するためと解される。 

 

リ したがってこの経過措置が適用されている間は、免税事業者に対して、令和５年１０月１日の属す

る課税期間の後も、課税期間の途中から適格請求書発行事業者として登録できるようにしておく方が

望ましいと考えられる。 

 

ヌ そこで、免税事業者が令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの日の属する課税期間中

に適格請求書発行事業者の登録を受ける場合には、その登録日から適格請求書発行事業者になること

ができることとされる。 

 

 

(2) 仕入れ明細書等による税額控除  見直し 

平２８・所得税法等の一部を改正する法律附則５ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７２頁＞ 

（２）仕入明細書等による仕入税額控除は、その課税仕入れが他の事業者が行う課税資産の譲渡等に該当

する場合に限り、行うことができることとする。 

 

＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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(3) 経過措置の対象となる棚卸資産の特例  見直し 

平２８・所得税法等の一部を改正する法律附則５２、５３ 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」５７頁＞ 

（４）適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置の適用対象

となる棚卸資産については、その棚卸資産に係る消費税額の全部を納税義務の免除を受けないことと

なった場合の棚卸資産に係る消費税額の調整措置の対象とする。 

 

＜参考資料 令和４年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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５ 納税環境整備 

(1) 収益に係る帳簿の記載が不十分な場合等の過少申告加算税等の税率の加重  

見直し 

通法６５，６６  通令２７  通規１１の２ 

【令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７０頁＞ 

２ 帳簿の提出がない場合等の過少申告加算税等の加重措置の整備 

過少申告加算税制度及び無申告加算税制度について、納税者が、一定の帳簿（その電磁的記録を含む。）

に記載すべき事項に関し所得税、法人税又は消費税（輸入に係る消費税を除く。２において同じ。）に係る

修正申告書若しくは期限後申告書の提出又は更正若しくは決定があった時前に、国税庁等の当該職員から

当該帳簿の提示又は提出を求められ、かつ、次に掲げる場合のいずれかに該当するとき（当該納税者の責

めに帰すべき事由がない場合を除く。）は、当該帳簿に記載すべき事項に関し生じた申告漏れ等に課される

過少申告加算税の額又は無申告加算税の額については、通常課される過少申告加算税の額又は無申告加算

税の額に当該申告漏れ等に係る所得税、法人税又は消費税の１０％（次の（２）に掲げる場合に該当する

場合には、５％）に相当する金額を加算した金額とするほか、所要の措置を講ずる。 

（１）当該職員に当該帳簿の提示若しくは提出をしなかった場合又は当該職員にその提示若しくは提出が

された当該帳簿に記載すべき事項のうち、売上金額若しくは業務に係る収入金額の記載が著しく不十

分である場合 

（２）当該職員にその提示又は提出がされた当該帳簿に記載すべき事項のうち、売上金額又は業務に係る

収入金額の記載が不十分である場合（上記（１）に掲げる場合に該当する場合を除く。） 

（注１）上記の「一定の帳簿」とは、次に掲げる帳簿のうち、売上金額又は業務に係る収入金額の記載

についての調査のために必要があると認められるものをいう。 

① 所得税又は法人税の青色申告者が保存しなければならないこととされる仕訳帳及び総勘定元

帳 

② 所得税又は法人税において上記①の青色申告者以外の者が保存しなければならないこととさ

れる帳簿 

③ 消費税の事業者が保存しなければならないこととされる帳簿 

（注２）上記（１）の「記載が著しく不十分である場合」とは、当該帳簿に記載すべき売上金額又は業

務に係る収入金額のうち２分の１以上が記載されていない場合をいい、上記（２）の「記載が不

十分である場合」とは、当該帳簿に記載すべき売上金額又は業務に係る収入金額のうち３分の１

以上が記載されていない場合をいう。また、これらの金額が記載されていないことにつきやむを

得ない事情があると認める場合には、運用上、適切に配慮することとする。 

（注３）上記の改正は、令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用する。 
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① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 適正な記帳や帳簿保存が行われていない納税者については、真実の所得把握に係る税務当局の執行

コストが多大であり、行政制裁等を適用する際の立証に困難を伴う場合も存在する。記帳義務の不履

行や税務調査時の簿外経費の主張等に対する不利益がない中では、悪質な納税者を利するような事例

も生じているところである。 

 

ロ 記帳義務及び申告義務を適正に履行する納税者との公平性の観点に鑑み、帳簿の不保存・不提示や

記帳不備に対し、意図しない記帳誤りや帳簿の作成能力に配慮した上で、その記帳義務の不履行の程

度に応じて過少申告加算税等を加重する仕組みを設ける。 

 

ハ また、納税者が事実の仮装。隠蔽がある年分又は無申告の年分において主張する簿外経費の存在が

帳簿書類等から明らかでなく、税務当局による反面調査によってもその取引が行われたと認められな

い場合には、当該簿外経費は必要経費・損金に不算入とする措置を講ずる。 

 

② 改正の概要 

イ 修正申告等の前に、税務職員から営業収入に係る帳簿の提出を要求され、その帳簿の記載の程度等

が次の状態である場合には、過少申告加算税又は無申告加算税の税率が、１０％又は５％加重される。 

 

帳簿の記載レベル等 過少申告加算税・無申告加算税の加重割合 

イ 不記帳・不保存の場合 

ロ 記載が著しく不十分な場合（収入の５割以上の記

載がない場合） 

ハ 帳簿を提示又は提出しなかった場合 

１０％ 

収入の３割以上５割未満の記載がない場合 ５％ 

 

ロ 納税者の責めに帰すべき理由がない場合、例えば災害等の場合には、この規定は適用されない。 

 

 

(2) 財産債務調書制度  見直し 

【（１）（２）（４）は令和５年分から適用し、（３）は令和６年１月１日以後に提出するものから適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７１頁＞ 

財産債務調書制度等について、次の見直しを行う。 
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（１）財産債務調書の提出義務者の見直し 

現行の財産債務調書の提出義務者のほか、その年の１２月３１日において有する財産の価額の合計額

が１０億円以上である居住者を提出義務者とする。 

（注）上記の改正は、令和５年分以後の財産債務調書について適用する。 

（２）財産債務調書等の提出期限の見直し 

財産債務調書の提出期限について、その年の翌年の６月３０日（現行：その年の翌年の３月１５日）

とする（国外財産調書についても同様とする。）。 

（注）上記の改正は、令和５年分以後の財産債務調書又は国外財産調書について適用する。 

（３）提出期限後に財産債務調書等が提出された場合の宥恕措置の見直し 

提出期限後に財産債務調書が提出された場合において、その提出が、調査があったことにより更正又

は決定があるべきことを予知してされたものでないときは、その財産債務調書は提出期限内に提出され

たものとみなす措置について、その提出が調査通知前にされたものである場合に限り適用することとす

る（国外財産調書についても同様とする。）。 

（注）上記の改正は、財産債務調書又は国外財産調書が令和６年１月１日以後に提出される場合につい

て適用する。 

（４）財産債務調書等の記載事項の見直し 

財産債務調書への記載を運用上省略することができる「その他の動産の区分に該当する家庭用動産」

の取得価額の基準を３００万円未満（現行：１００万円未満）に引き上げるほか、財産債務調書及び国

外財産調書の記載事項について運用上の見直しを行う。 

（注）上記の改正は、令和５年分以後の財産債務調書又は国外財産調書について適用する。 

（５）その他所要の措置を講ずる。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ 財産債務調書制度について、提出期限を緩和するなど提出義務者の事務負担の軽減を図るとともに、

適正な課税を確保する観点から、現行の提出義務者に加えて、特に高額な資産保有者については所得

基準によらずに本調書の提出義務者とする措置を講ずる。 

 

② 改正の概要 

【令和５年分から適用】 

イ 財産債務調書の提出義務者について、現行の基準である所得金額２，０００万円超かつ年末の財産

額３億円以上の場合に加え、年末の財産額が１０億円以上である者については所得金額にかかわらず

提出義務者とされる。 
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ロ 財産債務調書の提出期限について、その年の翌年の６月３０日（従来：その年の翌年の３月１５日）

とされる（国外財産調書についても同様とされる。）。 

 

 

(3) 修正申告書の記載事項  見直し 

通法１９、２３ 

【令和４年１２月３１日以後に課税期間が終了する国税に係る修正申告書等に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７３頁＞ 

（１）修正申告書等の記載事項の整備 

修正申告書及び更正請求書の記載事項から、その申告前又はその請求に係る更正前の課税標準等、納

付すべき税額の計算上控除する金額及び還付金の額の計算の基礎となる税額を除外するほか、所要の整

備を行う。 

（注）上記の改正は、令和４年１２月３１日以後に課税期間が終了する国税（課税期間のない国税につ

いては、同日後にその納税義務が成立する当該国税）に係る修正申告書又は更正請求書について適

用する。 

 

 

(4) マイナンバーカードを利用したｅ－Ｔａｘの利便性の向上  見直し 

【令和５年１月１日以後に行う申請等に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７３頁＞ 

（２）個人番号カードを利用したｅ－Ｔａｘの利便性の向上 

あらかじめ行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定により電子

情報処理組織を使用して個人番号の提供を受ける場合の本人確認の措置（国税庁長官が定めるものに限

る。）が行われた場合には、個人番号カードを用いて電子情報処理組織を使用する方法（ｅ－Ｔａｘ）によ

り申請等を行う際に、識別符号及び暗証符号の入力並びに電子署名及び電子証明書の送信を要しないこと

とする。 

（注１）上記の改正は、令和５年１月１日以後に行う申請等について適用する。 

（注２）上記の改正と併せて、ｅ－Ｔａｘによる手続の簡素化・合理化、ＧビズＩＤ（法人共通認証基

盤）を活用した申請等、スマートフォンを使用して上記の本人確認の措置を行うことを可能とす

る等、申告利便等の更なる向上に取り組む。 
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(5) 電子取引に係る電子帳簿保存の宥恕措置  見直し 

【令和４年１月１日から令和５年１２月３１日までに行う電子取引に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」７６頁＞ 

（８）電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための宥恕措置の整備 

電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度について、令和４年１月１日から令和５年１２月３１

日までの間に申告所得税及び法人税に係る保存義務者が行う電子取引につき、納税地等の所轄税務署長が

当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従って保存をすることができなかったことについ

てやむを得ない事情があると認め、かつ、当該保存義務者が質問検査権に基づく当該電磁的記録の出力書

面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じることができ

るようにしている場合には、その保存要件にかかわらず、その電磁的記録の保存をすることができること

とする経過措置を講ずる。 

（注１）上記の改正は、令和４年１月１日以後に行う電子取引の取引情報について適用する。 

（注２）上記の電子取引の取引情報に係る電磁的記録の出力書面等を保存している場合における当該電

磁的記録の保存に関する上記の措置の適用については、当該電磁的記録の保存要件への対応が困

難な事業者の実情に配意し、引き続き保存義務者から納税地等の所轄税務署長への手続を要せず

その出力書面等による保存を可能とするよう、運用上、適切に配慮することとする。 

 

 

(6) 上場株式等の配当所得等に係る住民税の課税方式  見直し 

【令和６年度分以後の個人住民税に適用】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」９１頁＞ 

（１）上場株式等の配当所得等に係る課税方式 

① 個人住民税において、特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式を所得税と一

致させることとする。 

② 上記①に伴い、次の措置を講ずる。 

イ 上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除の適用要件が所得税と一致するよう規定の整

備を行う。 

ロ その他所要の措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、令和６年度分以後の個人住民税について適用するとともに、所要の経過措置を講

ずる。 

 

① 改正の概要 

イ 上場株式等に係る特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式について、令和５
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年分以後の所得税と令和６年度分以後の個人住民税の課税方式が、統一される。 

 

ロ 従来は、所得税については総合課税を選択して配当控除を受けることにより所得税額を抑え、住民

税では国民健康保険料への影響等を低くするために申告不要を選択して所得金額を抑えることとし、

所得税の申告書とは別に住民税の申告書を作成して提出する場合があった。 

 

ハ 金融所得課税は、所得税と個人住民税とが一体として設計されていること等も踏まえ、公平性の観

点から所得税と個人住民税の課税方式が統一されることになった。。 

 

 

(7) 個人住民税における合計所得金額  見直し 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」９１頁＞ 

（２）個人住民税における合計所得金額に係る規定の整備 

① 公的年金等控除額の算定の基礎となる公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額に

は、個人住民税における他の所得控除等と同様に、退職手当等を含まない合計所得金額を用いること

とする。 

（注）上記の改正は、令和４年度分以後の個人住民税について適用する。 

② 給与所得者の扶養親族申告書及び給与支払報告書並びに公的年金等受給者の扶養親族申告書及び公

的年金等支払報告書について、退職手当等を有する一定の配偶者及び扶養親族の氏名等を記載し、申

告することとする等の措置を講ずる。 

（注）上記の改正は、令和５年１月１日以後に支払われる給与等及び公的年金等について適用する。 

③ 確定申告書における個人住民税に係る附記事項に、退職手当等を有する一定の配偶者及び扶養親族

の氏名等を追加する。 

（注）上記の改正は、令和４年分以後の確定申告書を令和５年１月１日以後に提出する場合について適

用する。 

④ その他所要の措置を講ずる。 
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６ 税理士制度 

【改正時期は各項目に記載】 

＜閣議決定「令和４年度税制改正の大綱」６７頁＞ 

１ 税理士制度の見直し 

税理士制度について、次の見直しを行う。 

（１）税理士の業務の電子化等の推進 

① 税理士及び税理士法人は、税理士の業務の電子化等を通じて、納税義務者の利便の向上及び税理士

の業務の改善進歩を図るよう努めるものとする旨の規定を設けることとする。 

② 税理士会及び日本税理士会連合会の会則に記載すべき事項に、税理士の業務の電子化に関する規定

を加えるとともに、この規定についてその会則を変更するときは、財務大臣の認可を受けなければな

らないこととする。 

（注）上記②の改正は、令和５年４月１日から施行する。 

（２）税理士事務所の該当性の判定基準の見直し 

税理士事務所に該当するかどうかの判定について、設備又は使用人の有無等の物理的な事実により行

わないこととする等の運用上の対応を行う。 

（注）上記の改正は、令和５年４月１日から適用する。 

（３）税務代理の範囲の明確化 

① 税務代理を行うに当たって前提となる通知等について、税務代理権限証書に記載された税理士又は

税理士法人が受けることができることを明確化する等の運用上の対応を行う。 

② 税務代理権限証書について、税務代理に該当しない代理をその様式に記載することができることと

する等の見直しを行う。 

（注）上記②の改正は、令和６年４月１日以後に提出する税務代理権限証書について適用する。 

（４）税理士会の総会等の招集通知及び議決権の行使の委任の電子化 

税理士会及び日本税理士会連合会の総会等の招集通知及び議決権の行使の委任について、電磁的方法

により行うことができることとする。 

（５）税理士名簿等の作成方法の明確化 

税理士名簿及び税理士法人の名簿、税理士又は税理士法人が作成する税理士業務に関する帳簿等につ

いて、電磁的記録をもって作成すること（現行：磁気ディスク等をもって調製すること）ができること

とする。 

（６）税理士試験の受験資格要件の緩和 

税理士試験の受験資格について、次の見直しを行う。 

① 会計学に属する科目の受験資格を不要とする。 

② 大学等において一定の科目を修めた者が得ることができる受験資格について、その対象となる科目

を社会科学に属する科目（現行：法律学又は経済学）に拡充する。 
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（注）上記の改正は、令和５年４月１日から施行する。 

（７）税理士法人制度の見直し 

① 税理士法人の業務の範囲に、次に掲げる業務を加える。 

イ 租税に関する教育その他知識の普及及び啓発の業務 

ロ 後見人等の地位に就き、他人の法律行為について代理を行う業務等 

② 税理士法人の社員の法定脱退事由に、懲戒処分等により税理士業務が停止されたことを加える。 

（８）懲戒処分を受けるべきであったことについての決定制度の創設等 

① 財務大臣は、税理士であった者につき税理士であった期間内に懲戒処分の対象となる行為又は事実

があると認めたときは、その税理士であった者が懲戒処分を受けるべきであったことについて決定を

することができることとする。この場合において、財務大臣は、その税理士であった者が受けるべき

であった懲戒処分の種類（その懲戒処分が税理士業務の停止の処分である場合には、懲戒処分の種類

及び税理士業務の停止をすべき期間）を明らかにしなければならないこととする。 

（注）財務大臣は、上記の決定をしたときは、遅滞なくその旨を官報をもって公告しなければならない。 

② 税理士の欠格条項に、上記①により税理士業務の禁止の懲戒処分を受けるべきであったことについ

て決定を受けた者で、その決定を受けた日から３年を経過しないものを加える。 

③ 税理士の登録拒否事由に、上記①により税理士業務の停止の懲戒処分を受けるべきであったことに

ついて決定を受けた者で、上記①により明らかにされた税理士業務の停止をすべき期間を経過しない

ものを加える。 

（注）上記の改正は、令和５年４月１日以後にした違反行為等について適用する。 

（９）懲戒処分等の除斥期間の創設 

税理士等に係る懲戒処分について、懲戒の事由があったときから１０年を経過したときは、懲戒の手

続を開始することができないこととする。 

（注１）税理士法人の税理士法違反行為等に対する処分及び上記（８）①の決定について、上記と同様

の措置を講ずる。 

（注２）上記の改正は、令和５年４月１日以後にした違反行為等について適用する。 

（１０）税理士法に違反する行為又は事実に関する調査の見直し 

① 税理士法に違反する行為又は事実に関する調査に係る質問検査等の対象に、税理士であった者及び

税理士業務の制限又は名称の使用制限に違反したと思料される者を加える。 

② 国税庁長官は、税理士法に違反する行為又は事実があると思料するときは、関係人又は官公署に対

し、当該職員をして、必要な帳簿書類その他の物件の閲覧又は提供その他の協力を求めさせることが

できることとする。 

（注）上記①の改正は令和５年４月１日以後に行う質問検査等について、上記②の改正は同日以後に行

う協力の求めについて、それぞれ適用する。 

（１１）税理士が申告書に添付することができる計算事項、審査事項等を記載した書面に関する様式の整

備 

税理士が申告書に添付することができる計算事項、審査事項等を記載した書面について、税理士の実
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務を踏まえたその書面に関する様式の簡素化等の見直 

しを行う。 

（注）上記の改正は、令和６年４月１日以後に提出する申告書に添付する上記の書面について適用する。 

（１２）税理士試験受験願書等に関する様式の整備 

税理士試験受験願書に関する様式について、その税理士試験受験願書に添付すべき写真の大きさ以外

の制限を不要とする等の見直しを行う。 

（１３）その他所要の措置を講ずる。 

 

① 改正の背景と目的 

＜与党「令和４年度税制改正大綱」「第一 令和４年度税制改正の基本的考え方」より＞ 

イ コロナ後の新しい社会を見据え、税理士の業務環境や納税環境の電子化といった、税理士を取り巻

く状況の変化に的確に対応するとともに、多様な人材の確保や、国民・納税者の税理士に対する信頼

と納税者利便の向上を図る観点から、税理士制度の見直しを行う。 

 

ロ 具体的には、税理士がその業務のＩＣＴ化等を進める努力義務の創設や、税理士試験の会計学科目

における受験資格の不要化、税理士法人が行うことのできる業務範囲の拡充等の措置を講ずる。 

 

② 改正の概要 

イ 次頁以後の日税連作成資料及び巻末の税理士法、税理士法基本通達の改正部分を参照。 
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II 令和４年度税制改正大綱で明らかにされた今後の方向 

１ 経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し 

(1) 個人所得課税のあり方 

① 諸控除の見直し 

税制改正大綱９頁 

 

イ 個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直し、給与所

得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてきている。 

 

ロ 多様で柔軟な働き方が一層拡大する中、働く意欲を阻害せず、公平で、働き方に中立的な税制を構

築していくことが重要である。 

 

ハ 今後も、これまでの税制改正大綱に示された方針や、令和２年分所得から適用となった改正の影響

等も踏まえ、各種控除のあり方等を検討する。 

 

② 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

税制改正大綱９頁 

 

イ 働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によっ

て有利・不利が生じない公平な税制を構築することが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形成の

助けとなると考えられる。 

 

ロ こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、

雇用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組み

とするベく、諸外国の例も参考に給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿

とする必要性について指摘した。 

 

ハ 私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえなが

ら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しに向けて、

例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従業員それぞれに私的年金等を管理する個人退職年金

勘定を設けるといった議論も参考にしながら、老後に係る税制について、あるべき方向性や全体像の
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共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。 

 

ニ なお、高所得者層において、所得に占める金融所得等の割合が高いことにより、所得税負担率が低

下する状況がみられるため、これを是正し、税負担の公平性を確保する観点から、金融所得に対する

課税のあり方について検討する必要がある。 

 

ホ その際、一般投資家が投資しやすい環境を損なわないよう十分に配慮しつつ、諸外国の制度や市場

への影響も踏まえ、総合的な検討を行う。 

 

＜参考資料 令和2.10.22政府税制調査会資料＞ 
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＜参考資料 令和2.10.22政府税制調査会資料＞ 

 

 

③ 記帳水準の向上等 

税制改正大綱１０頁 

 

イ 記帳水準の向上は、適正な税務申告の確保のみならず、経営状態を可視化し、経営の対応力を向上

させる上でも重要である。 

 

ロ 加えて、今般の感染症への対応においては、中小・小規模事業者への給付金の支給や融資に際し、

売上や資産・負債等の状況が適切に記録されていないため申請に手間取るなど、日々の適正な記帳の

重要性が改めて浮き彫りになった。 

 

ハ 小規模事業者の半数以上が帳簿を手書きで作成しており、また、個人事業者の場合、正規の簿記の

原則に従った記帳を行っている者は約３割にとどまっているのが現状である。 

 

ニ また、個人の青色申告における簡易簿記は複式簿記に移行するための準備的な段階としての役割も

期待されているところであるが、簡易簿記での申告者の３分の１超が１０年以上簡易簿記による記帳
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を続けている状況にある。 

 

ホ 近年、普及しつつある会計ソフトを活用することにより、小規模事業者であっても大きな手間や費

用をかけずに正規の簿記を行うことが可能な環境が整ってきていることも踏まえ、複式簿記による記

帳を更に普及・一般化させる方向で、納税者側での対応可能性も十分踏まえつつ、所得税の青色申告

制度の見直しを含めた個人事業者の記帳水準向上等に向けた検討を行う。 

 

＜参考資料 この項すべて令和 3.6.15政府税制調査会資料＞ 
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(2) 相続税・贈与税のあり方 

税制改正大綱１０頁 

 

イ 高齢化等に伴い、高齢世代に資産が偏在するとともに、相続による資産の世代間移転の時期がより

高齢期にシフトしており、結果として若年世代への資産移転が進みにくい状況にある。 

 

ロ 高齢世代が保有する資産がより早いタイミングで若年世代に移転することになれば、その有効活用

を通じた経済の活性化が期待される。 

 

ハ 一方、相続税・贈与税は、税制が資産の再分配機能を果たす上で重要な役割を担っている。高齢世

代の資産が、適切な負担を伴うことなく世代を超えて引き継がれることとなれば、格差の固定化につ

ながりかねない。 

 

ニ このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、資産の早期の世代間移転を促進するための税制を

構築していくことが重要である。 
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ホ わが国では、相続税と贈与税が別個の税体系として存在しており、贈与税は、相続税の累進回避を

防止する観点から高い税率が設定されている。 

 

ヘ このため、将来の相続財産が比較的少ない層にとっては、生前贈与に対し抑制的に働いている面が

ある一方で、相当に高額な相続財産を有する層にとっては、財産の分割贈与を通じて相続税の累進負

担を回避しながら多額の財産を移転することが可能となっている。 

 

ト 今後、諸外国の制度も参考にしつつ、相続税と贈与税をより一体的に捉えて課税する観点から、現

行の相続時精算課税制度と暦年課税制度のあり方を見直すなど、格差の固定化防止等の観点も踏まえ

ながら、資産移転時期の選択に中立的な税制の構築に向けて、本格的な検討を進める。 

 

チ あわせて、経済対策として現在講じられている贈与税の非課税措置は、限度額の範囲内では家族内

における資産の移転に対して何らの税負担も求めない制度となっていることから、そのあり方につい

て、格差の固定化防止等の観点を踏まえ、不断の見直しを行っていく必要がある。 

 

＜参考＞ 

贈与税の非課税措置等一覧 

 内  容 根拠法 経済対策 備 考 

イ 特定障害者に対する贈与税の非課税 相法２１の４   

ロ 贈与税の配偶者控除 相法２１の６  民法９０３④ 

ハ 
国等に対して相続財産を贈与した場合等の相

続税の非課税等 
措法７０   

ニ 
直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた

場合の贈与税の非課税 
措法７０の２ ○  

ホ 
直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場

合の贈与税の非課税 
措法７０の２の２ ○  

ヘ 
直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を

受けた場合の贈与税の非課税 
措法７０の２の３ ○  

ト 
農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予及

び免除 
措法７０の４   

チ 山林についての相続税の納税猶予及び免除 措法７０の６の６   

リ 
特定の美術品についての相続税の納税猶予及

び免除 

措法７０の６７の

７ 
  

ヌ 
個人の事業用資産についての贈与税の納税猶

予及び免除 
措法７０の６の８   
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ル 
非上場株式等についての贈与税の納税猶予及

び免除 
措法７０の７   

ヲ 
非上場株式等についての贈与税の納税猶予及

び免除の特例 
措法７０の７の５   

ワ 
医療法人の持分に係る経済的利益についての

贈与税の納税猶予及び免除 
措法７０の７の９   

民法９０３条（特別受益者の相続分） 

① 共同相続人中に、被相続人から、遺贈を受け、又は婚姻若しくは養子縁組のため若しくは生計の資本

として贈与を受けた者があるときは、被相続人が相続開始の時において有した財産の価額にその贈与の

価額を加えたものを相続財産とみなし、第９００条から第９０２条までの規定により算定した相続分の

中からその遺贈又は贈与の価額を控除した残額をもってその者の相続分とする。 

④ 婚姻期間が２０年以上の夫婦の一方である被相続人が、他の一方に対し、その居住の用に供する建物

又はその敷地について遺贈又は贈与をしたときは、当該被相続人は、その遺贈又は贈与について第一項

の規定を適用しない旨の意思を表示したものと推定する。（平成３０年改正、令和元年７月１日施行） 

 

＜参考資料 令和３年度改正に係る自民党税制調査会資料＞ 
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(3) 外形標準課税のあり方 

党大綱１１頁 

 

イ 法人事業税の外形標準課税は、平成１６年度に資本金１億円超の大法人を対象に導入され、平成２

７、２８年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の一

環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。 

 

ロ 一方で、経済社会の構造変化に伴い、外形標準課税の対象法人の数や態様は大きく変化しており、

今後、こうした原因、課題の分析を進めるとともに、外形標準課税の適用対象法人のあり方について、

地域経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。 

 

ハ また、外形標準課税の適用対象法人の法人事業税所得割について、年８００万円以下の所得に係る

軽減税率を見直す。 
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２ ＜参考＞過去年度分の大綱より 

(1) 平成２９年度税制改正大綱 

（２）今後の個人所得課税改革の方向性 

上記の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは、個人所得課税改革の第一弾であり、今後も改革を継続

していく。 

経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、こ

うした若い世代や子育て世帯に光を当てていくことが重要である。そのため、税制、社会保障制度、労働

政策等の面で総合的な取組みを進める必要があるが、個人所得課税においては、所得再分配機能の回復を

図ることが重要であり、各種控除等の総合的な見直しを丁寧に検討していく必要がある。 

基礎控除をはじめとする人的控除等については、現在、「所得控除方式」を採用しているが、高所得者ほ

ど税負担の軽減効果が大きいことから、主要諸外国における負担調整の仕組みも参考にしつつ、来年度の

税制改正において控除方式のあり方について検討を進める。具体的には、収入にかかわらず税負担の軽減

額が一定となる「ゼロ税率方式」や「税額控除方式」の導入のほか、現行の「所得控除方式」を維持しつ

つ高所得者について税負担の軽減額が逓減・消失する仕組みの導入が考えられる。 

雇用の流動化や、労働者に近い形態で働く自営業主の割合の増加など、働き方が様々な面で多様化して

いる。現在の個人所得課税は、所得の種類に応じた負担調整の仕組みを採用しているが、人的な事情に配

慮を行いつつ、ライフスタイルに合わせて多様な働き方を自由に選択できるようにすることが重要である。

こうした観点から、給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的控除」のあ

り方を全体として見直すことを検討していく。 

＜党大綱５頁＞ 

 

 

(2) 平成３０年度税制改正大綱 

１ 個人所得課税の見直し 

（１）平成３０年度税制改正における対応 

個人所得課税については、平成２９年度税制改正大綱において、見直しに向けた基本的方向性をとり

まとめた。この基本的方向性に沿って、平成３０年度税制改正においては、以下のとおり個人所得課税

の見直しを進める。 

① 給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替 

経済社会の著しい構造変化の中で、働き方が様々な面で多様化している。かつては、「学校卒業後、

１つの会社で定年まで勤めあげ、年金生活に入る」といったライフコースが典型的であったが、特定

の企業や組織に属さず専門分野の能力等を活かしてフリーランスとして業務単位で仕事を請け負う、
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子育てをしながら会社員時代に培った技能を活かして在宅で仕事を請け負う、高齢者が長年培った能

力や経験を活かし業務単位の仕事の請負や起業支援等の形で活躍するなど、多様な働き方が増えつつ

ある。人生１００年を生きる時代には、さらにこうした傾向が強まることが想定される。 

他方、わが国の個人所得課税は、こうした多様な働き方の拡大を想定しているとは言い難い。様々

な収入の中でも、給与収入と公的年金等収入のみに給与所得控除や公的年金等控除といった所得計算

上の控除が認められ、働き方や収入の稼得方法により所得計算が大きく異なる仕組みとなっている。 

様々な形で働く人をあまねく応援し、「働き方改革」を後押しする観点から、特定の収入にのみ適用

される給与所得控除や公的年金等控除から、どのような所得にでも適用される基礎控除に、負担調整

の比重を移していくことが必要である。こうした基本的考え方の下、負担の変動が急激なものとなら

ないようにするため、まずは、給与所得控除・公的年金等控除を１０万円引き下げるとともに、基礎

控除を同額引き上げることとする。 

② 給与所得控除の見直し 

給与所得控除については、平成２６年度税制改正大綱において「現行の水準は、所得税の課税ベー

スを大きく浸食しており、実際の給与所得者の勤務関連支出に比しても、また主要国の概算控除額と

の比較においても過大となっていることから、中長期的には主要国並みの控除水準とすべく、漸次適

正化のための見直しが必要である」との基本的方向性が示され、同年度改正において、給与所得控除

の上限を２４５万円（給与収入１,５００万円超）から２２０万円（給与収入１,０００万円超）に２

５万円引き下げた。 

平成３０年度税制改正においても、この方針に沿って、引き続き給与所得控除の上限の引下げを行

う。具体的には、給与収入が８５０万円を超える場合の給与所得控除額を１９５万円（①の見直しに

よる１０万円引下げ分を含む。）に引き下げる。ただし、子育てや介護に対して配慮する観点から、２

２歳以下の扶養親族が同一生計内にいる者や特別障害者控除の対象となる扶養親族等が同一生計内に

いる者については、負担増が生じないよう措置を講ずる。 

③ 公的年金等控除の見直し 

公的年金等控除については、給与所得控除とは異なり収入が増加しても控除額に上限はなく、年金

以外の所得がいくら高くても年金のみで暮らす者と同じ額の控除が受けられるなど、高所得の年金所

得者にとって手厚い仕組みとなっている。また、諸外国は、基本的に、拠出段階、給付段階のいずれ

かで課税される仕組みとなっているが、わが国は、拠出段階では全額控除され、給付段階でも公的年

金等控除が受けられ、拠出・給付の両段階で十分な課税がなされない仕組みとなっている。 

こうした点を踏まえ、世代内・世代間の公平性を確保する観点から、公的年金等控除について、公

的年金等収入が１,０００万円を超える場合、控除額に上限（見直し後の上限額：１９５.５万円（①

の見直しによる１０万円引下げ分を含む。））を設けることとする。また、公的年金等収入以外の所得

金額が１,０００万円を超える場合には控除額を１０万円引き下げ、２,０００万円を超える場合には

控除額を２０万円引き下げることとする。 

④ 基礎控除の見直し 

わが国の基礎控除については、所得の多寡によらず一定金額を所得から控除する所得控除方式が採
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用されているが、高所得者にまで税負担の軽減効果を及ぼす必要性は乏しいのではないか、高所得者

ほど税負担の軽減額が大きいことは望ましくないのではないかとの指摘がある。 

主要国においては、一定の課税所得までは税率をゼロとする「ゼロ税率方式」や、課税所得に累進

税率を適用した後に一定の控除額を差し引く「税額控除方式」、所得控除方式を維持しつつ高所得者に

ついて控除額を逓減・消失させる「逓減・消失型の所得控除方式」が採用されており、いずれもわが

国の所得控除方式と比べて所得再分配機能が高い。 

「ゼロ税率方式」や「税額控除方式」は、所得再分配機能の強化に寄与するものの、現行の所得控

除方式から変更した場合、負担の変動が急激なものとなりかねないことから、「逓減・消失型の所得控

除方式」を採用する。基礎控除は、人的控除の中で最も基本的な控除であり、より広い所得階層に適

用されるべきものであることを踏まえ、所得金額２,４００万円超から逓減し、２,５００万円超で消

失する仕組みとする。 

⑤ 所得情報を活用している社会保障制度等における対応 

今回の個人所得課税の見直しにおいて、給与所得控除や公的年金等控除から基礎控除へ１０万円の

振替を行うことにより、税負担は増加しないが、総所得金額等や合計所得金額が増加する場合が生じ

うる。 

この変化に伴い、所得税又は個人住民税の総所得金額等や合計所得金額を活用している社会保障制

度等の給付や負担の水準に関して意図せざる影響や不利益が生じないよう、当該制度等の所管府省に

おいて、適切な措置を講じなければならない。 

（２）今後の見直しに向けた基本的方向性 

今回の個人所得課税の見直しにおいては、働き方の多様化への対応とともに、所得再分配機能の回復

の観点から、各種控除の見直しを行ったところである。今後も、所得再分配機能の回復や税負担のあり

方の観点から、引き続き見直しを継続していく。 

経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、

こうした若い世代や子育て世帯に光を当てていくことが重要である。そのため、税制のみならず、社会

保障制度、労働政策等の面を含め、総合的な取組みを進める必要がある。 

給与所得控除や公的年金等控除といった所得計算上の控除については、働き方の多様化の進展状況等

も踏まえ、基礎控除への更なる振替を検討するとともに、今回の見直しの考え方やこれまでの税制改正

大綱に示された方針を踏まえ、そのあり方について引き続き丁寧に検討する。また、経済社会のＩＣＴ

化等の動向や諸外国の制度も踏まえ、適正な記帳の確保に向けた方策を講じつつ、事業所得等の適正な

申告、所得把握に向けた取組みを進める。 

人的控除については、平成２９年度税制改正及び今回の改正により、基礎控除、配偶者控除及び配偶

者特別控除について、逓減・消失型の所得控除方式が採用されることとなる。今後の制度のあり方につ

いては、給与所得控除等からの振替による影響を見極めるとともに、所得再分配機能をどの程度強化す

べきかという点も踏まえながら、引き続き検討する。 

老後の生活など各種のリスクに備える自助努力を支援するための企業年金、個人年金、貯蓄・投資、

保険等に関連する諸制度のあり方について、社会保障制度を補完する観点や働き方の違い等によって有
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利・不利が生じないようにするなど公平な制度を構築する観点から幅広い検討を行う。 

個人住民税については、地域の住民サービスを支える基幹税としての役割の重要性に鑑み、充実強化

を図ることを基本として、制度のあり方を検討していく。その際、個人住民税は、地域社会の費用を住

民がその能力に応じ広く負担を分任するとの性格を有すること、応益課税としての性格を明確化する観

点から比例税率により課税されていることなど、その性格や仕組み等に留意する必要がある。 

個人所得課税の見直しについては、個人の負担に直結するものであることから、累次の改正の影響も

見極めつつ、国民の理解を得ながら、引き続き丁寧に議論を進めていくこととする。 

＜党大綱３頁＞ 

 
 

給与所得控除の適正化（案） 
 

○ 給与所得控除は、実際の勤務関連経費を大幅に上回る水準。諸外国の水準と比べても圧倒的に高い。 

○ 「控除額を主要国並みに漸次適正化する」との方針の下、近年、引き下げてきたところ。 

（給与1,500万円 → 1,200万円 → 1,000万円） 

（参考）平成26年度与党税制改正大綱（抄） 

給与所得控除については、税制抜本改革法において、そのあり方について検討することとされている。現行の水準は、所

得税の課税ベースを大きく浸食しており、実際の給与所得者の業務関連支出に比しても、また、主要国の概算控除額との比

較においても過大となっていることから、中長期的には主要国並みの控除水準とすべく、漸次適正化のための見直しが必要

である。 

 

＜平成２９年１２月自民党税制調査会配付資料より＞ 

 

 

(3) 平成３１年度税制改正大綱 

１ 消費税率の引上げに伴う対応等 

（２）軽減税率制度の実施 

また、軽減税率制度の導入に当たっての安定的な恒久財源の確保については、歳入面においては、平成

３０年度税制改正の個人所得課税の見直し及びたばこ税の見直し並びにインボイス制度の導入によるもの

とし、＜以下略＞ 

＜党大綱４頁＞ 
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＜注＞ 平成３０年度税制改正大綱の個人所得課税の見直し 

・給与所得控除額の上限を1,000万円から850万円への引き下げ 

・公的年金等控除額の上限を1,000万円に設定 

・他の合計所得金額が1,000万円を越える場合は公的年金等控除額を逓減 

・基礎控除に適用限度を設け、合計所得金額2,500万円までとする 

 

７ 円滑・適正な納税のための環境整備 

仮想通貨取引やインターネットを通じた業務請負など、経済取引の多様化・国際化が進展する中、経済

取引の健全な発展を図る観点からも、適正な課税を確保することが重要である。 

このため、取引の仲介業者等が保有するデータやスマートフォンを活用して電子申告を行う仕組みを構

築するなど、納税者が自主的に簡便・正確な申告等を行うことができる利便性の高い納税環境の整備に向

けて、官民が協働して取組みを進める。 

＜党大綱１６頁＞ 

 

 

(4) 令和２度税制改正大綱 

（２）人生１００年時代に対応するための環境整備 

① 私的年金等に関する公平な税制のあり方 

働き方やライフコースが多様化する中で、老後の生活に備えるための支援について、働き方によっ

て有利・不利が生じない公平な税制の構築が求められている。諸外国を見ると、例えばイギリスやカ

ナダにおいては、加入する私的年金の組み合わせにかかわらず同様の非課税拠出が行えるように、各

種私的年金に共通の非課税拠出限度額が設けられている。こういった諸外国の例も参考に、わが国に

おいても、働き方によって税制上の取扱いに大きな違いが生じないような姿を目指す必要がある。 

年金課税については、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保することが

必要である。諸外国を見ると、日本の公的年金等控除のような、年金収入に対する大きな控除はなく、

基本的に拠出段階、給付段階のいずれかで課税される仕組みとなっている。わが国においてもこうい

った例を参考に、世代内・世代間の公正性を確保する観点から検討を進めていく。 

また、現在の退職給付は一時金での受け取りが多いが、税制についても、給付が一時金払いか年金

払いかによって税制上の取扱いが異なり、給付のあり方に中立ではないという課題がある。また、一

時金払いの場合、勤続期間が２０年を超えると一年あたりの控除額が増加する仕組みとなっており、

転職などの増加に対して対応していないといった指摘もある。税制が老後の生活や資産形成を左右し

ない仕組みとするベく、給与・退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスについても考える必要

がある。 

あわせて、金融所得に対する課税のあり方について、家計の安定的な資産形成を支援する制度の普
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及状況や所得階層別の所得税負担率の状況も踏まえ、税負担の垂直的な公平性等を確保する観点から、

関連する各種制度のあり方を含め、諸外国の制度や市場への影響も踏まえつつ、総合的に検討する。 

令和２年度税制改正においては、高齢期の長期化や就労の拡大・多様化等に対応するための確定拠

出年金等の加入可能年齢の見直しや、中小企業向け制度の対象範囲の拡大等の私的年金の見直しに伴

い、現行の税制上の措置を適用することとする。 

＜党大綱１２頁＞ 
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＜ＭＥＭＯ＞ 
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III 改正関係条文 

 

注 条文中のかっこ書きは網掛けを付しています。 

注 かっこ書きの中の２段目以上の部分の文字は斜体にしています。 

注 用語を定義している部分はゴシック体で表現しています。 

注 改正された条文のうち未施行のもの含めて記載しています。 

注 条文中の項、号のうち、本セミナーに特に必要がないと思われるものについては省略し、その場合

には＜第○項略＞や＜第○号以下略＞の様に記載しています。 

注 条文中のかっこ書きのうち、本セミナーに特に必要がないと思われるものについては内容を省略し、

（‥‥略‥‥）と記載しています。 

注 条文中の文言のうち、本セミナーに特に必要がないと思われる部分については記載を省略し、

「・・・・・」で表しています。 

注 見出しの付いていない条文については、適宜その内容を示す見出しを作成し、角かっこ［・・・］

で表示しています。 

注 太下線部分は、令和４年度改正による改正部分（通達はおおむね過去１年以内に改正された部分）

を示します。なお、未施行の部分があります。 

 

 

１ 所得税法＜抄＞ ....................................................................... 79 

２ 法人税法施行令＜抄＞ ................................................................. 81 

３ 法人税法施行規則＜抄＞ ............................................................... 82 

４ 租税特別措置法＜抄＞ ................................................................. 83 

５ 税理士法＜抄＞ ....................................................................... 86 

６ 税理士法基本通達＜抄＞ ............................................................... 96 

 

 

１ 所得税法＜抄＞ 

（家事関連費等の必要経費不算入等） 

所法・第四十五条 

＜第１，２項略＞ 

３ その年において不動産所得、事業所得若しくは山林所得を生ずべき業務を行う居住者又はその年にお

いて雑所得を生ずべき業務を行う居住者でその年の前々年分の当該雑所得を生ずべき業務に係る収入
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金額が三百万円を超えるものが、隠蔽仮装行為（その所得の金額又は所得税の額の計算の基礎となるべ

き事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装することをいう。）に基づき確定申告書（その申告に係る所

得税についての調査があつたことにより当該所得税について決定があるべきことを予知して提出され

た期限後申告書を除く。以下この項において同じ。）を提出しており、又は確定申告書を提出していな

かつた場合には、これらの確定申告書に係る年分のこれらの所得の総収入金額に係る売上原価その他当

該総収入金額を得るため直接に要した費用の額（資産の販売又は譲渡における当該資産の取得に直接に

要した額及び資産の引渡しを要する役務の提供における当該資産の取得に直接に要した額として政令

で定める額を除く。以下この項において「売上原価の額」という。）及びその年における販売費、一般

管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用の額（その居住者がその年分の確定申告

書を提出していた場合には、これらの額のうち、その提出した当該確定申告書に記載した第百二十条第

一項第一号（確定所得申告）に掲げる金額又は当該確定申告書に係る修正申告書（その申告に係る所得

税についての調査があつたことにより当該所得税について更正があるべきことを予知した後に提出さ

れた修正申告書を除く。）に記載した国税通則法第十九条第四項第一号（修正申告）に掲げる課税標準

等の計算の基礎とされていた金額を除く。）は、その者の各年分の不動産所得の金額、事業所得の金額、

山林所得の金額及び雑所得の金額の計算上、必要経費に算入しない。ただし、次に掲げる場合に該当す

る当該売上原価の額又は費用の額については、この限りでない。 

一 次に掲げるものにより当該売上原価の額又は費用の額の基因となる取引が行われたこと及びこれ

らの額が明らかである場合（災害その他やむを得ない事情により、当該取引に係るイに掲げる帳簿書

類の保存をすることができなかつたことをその居住者において証明した場合を含む。） 

イ その居住者が第百四十八条第一項（青色申告者の帳簿書類）又は第二百三十二条第一項若しくは

第二項（事業所得等を有する者の帳簿書類の備付け等）に規定する財務省令で定めるところにより

保存する帳簿書類 

ロ イに掲げるもののほか、その居住者がその住所地その他の財務省令で定める場所に保存する帳簿

書類その他の物件 

二 前号イ又はロに掲げるものにより、当該売上原価の額又は費用の額の基因となる取引の相手方が明

らかである場合その他当該取引が行われたことが明らかであり、又は推測される場合（同号に掲げる

場合を除く。）であつて、当該相手方に対する調査その他の方法により税務署長が、当該取引が行わ

れ、これらの額が生じたと認める場合 

＜第４項略＞ 

 

 

２ 所得税法施行規則＜抄＞ 

（必要経費に算入される資産の額） 

所令・第九十八条の二 法第四十五条第三項（家事関連費等の必要経費不算入等）に規定する政令で定め
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る額は、同項の資産の販売又は譲渡及び資産の引渡しを要する役務の提供に係る不動産所得、事業所得、

山林所得又は雑所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用

の額のうち、これらの資産（同項各号に掲げる場合に該当する場合における当該各号の取引に係るもの

を除く。）が次の各号に掲げる資産のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める金額とする。 

一 購入した資産＿当該資産の購入の代価（引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税（関税

法（昭和二十九年法律第六十一号）第二条第一項第四号の二（定義）に規定する附帯税を除く。）そ

の他当該資産の購入のために要した費用がある場合には、その費用の額を加算した金額） 

二 自己の製造等（製造、採掘、採取、栽培、養殖その他これらに準ずる行為をいう。以下この号にお

いて同じ。）に係る資産＿当該資産の製造等のために直接に要した原材料費の額 

三 前二号に規定する方法以外の方法により取得をした資産（次号に掲げるものを除く。）＿その取得

の時における当該資産の取得のために通常要する価額 

四 贈与、相続又は遺贈により取得をした資産（第百三条第二項第一号（棚卸資産の取得価額）に掲げ

る棚卸資産又は法第六十条第一項第一号（贈与等により取得した資産の取得費等）に掲げる事由によ

り取得した法第五十九条第一項（贈与等の場合の譲渡所得等の特例）に規定する資産に限る。以下こ

の号において「受贈等資産」という。）＿当該受贈等資産が当該贈与、相続又は遺贈に係る贈与者又

は被相続人において第一号からこの号までに掲げる資産のいずれに該当するかに応じこれらの者に

おけるそれぞれこれらの号に定める金額 

 

 

３ 所得税法施行規則＜抄＞ 

［家事関連費等の必要経費不算入等］ 

所規・第二十一条の三 法第四十五条第三項第一号ロ（家事関連費等の必要経費不算入等）に規定する財

務省令で定める場所は、同号ロの居住者の住所地若しくは居所地又はその営む事業に係る事務所若しく

は事業所、雑所得を生ずべき業務を行う場所その他これらに準ずるものの所在地とする。 

 

 

４ 法人税法施行令＜抄＞ 

（少額の減価償却資産の取得価額の損金算入） 

法令・第百三十三条 内国法人がその事業の用に供した減価償却資産（第四十八条第一項第六号及び第四

十八条の二第一項第六号（減価償却資産の償却の方法）に掲げるものを除く。）で、取得価額（第五十

四条第一項各号（減価償却資産の取得価額）の規定により計算した価額をいう。次条第一項において同

じ。）が十万円未満であるもの（貸付け（主要な事業として行われるものを除く。）の用に供したものを
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除く。）又は前条第一号に規定する使用可能期間が一年未満であるものを有する場合において、その内

国法人が当該資産の当該取得価額に相当する金額につきその事業の用に供した日の属する事業年度に

おいて損金経理をしたときは、その損金経理をした金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金

の額に算入する。 

２ 前項に規定する主要な事業として行われる貸付けに該当するかどうかの判定その他同項の規定の適用

に関し必要な事項は、財務省令で定める。 

 

 

５ 法人税法施行規則＜抄＞ 

（少額の減価償却資産の主要な事業として行う貸付けの判定） 

法規・第二十七条の十七 次に掲げる貸付け（次項の規定に該当する貸付けを除く。）は、令第百三十三条

第一項（少額の減価償却資産の取得価額の損金算入）に規定する主要な事業として行われる貸付けに該

当するものとする。 

一 当該内国法人が当該内国法人との間に特定関係（一の者が法人の事業の経営に参加し、事業を実質

的に支配し、又は株式若しくは出資を有する場合における当該一の者と法人との間の関係（以下この

号において「当事者間の関係」という。）、一の者との間に当事者間の関係がある法人相互の関係その

他これらに準ずる関係をいう。）がある法人の事業の管理及び運営を行う場合における当該法人に対

する資産の貸付け 

二 当該内国法人に対して資産の譲渡又は役務の提供を行う者の当該資産の譲渡又は役務の提供の事

業の用に専ら供する資産の貸付け 

三 継続的に当該内国法人の経営資源（事業の用に供される設備（その貸付けの用に供する資産を除

く。）、事業に関する従業者の有する技能又は知識（租税に関するものを除く。）その他これらに準ず

るものをいう。）を活用して行い、又は行うことが見込まれる事業としての資産の貸付け 

四 当該内国法人が行う主要な事業に付随して行う資産の貸付け 

２ 資産の貸付け後に譲渡人（当該内国法人に対して当該資産を譲渡した者をいう。）その他の者が当該資

産を買い取り、又は当該資産を第三者に買い取らせることをあつせんする旨の契約が締結されている場

合（当該貸付けの対価の額及び当該資産の買取りの対価の額（当該対価の額が確定していない場合には、

当該対価の額として見込まれる金額）の合計額が当該内国法人の当該資産の取得価額のおおむね百分の

九十に相当する金額を超える場合に限る。）における当該貸付けは、令第百三十三条第一項に規定する

主要な事業として行われる貸付けに該当しないものとする。 
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６ 租税特別措置法＜抄＞ 

（給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除） 

措法・第四十二条の十二の五 青色申告書を提出する法人が、令和四年四月一日から令和六年三月三十一

日までの間に開始する各事業年度（設立事業年度、解散（合併による解散を除く。）の日を含む事業年

度及び清算中の各事業年度を除く。）において国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、当

該事業年度において当該法人の継続雇用者給与等支給額からその継続雇用者比較給与等支給額を控除

した金額の当該継続雇用者比較給与等支給額に対する割合（第一号において「継続雇用者給与等支給増

加割合」という。）が百分の三以上であるとき（当該事業年度終了の時において、当該法人の資本金の

額又は出資金の額が十億円以上であり、かつ、当該法人の常時使用する従業員の数が千人以上である場

合には、給与等の支給額の引上げの方針、下請中小企業振興法（昭和四十五年法律第百四十五号）第二

条第四項に規定する下請事業者その他の取引先との適切な関係の構築の方針その他の政令で定める事

項を公表している場合として政令で定める場合に限る。）は、当該法人の当該事業年度の所得に対する

調整前法人税額（第四十二条の四第十九項第二号に規定する調整前法人税額をいう。以下この項及び次

項において同じ。）から、当該法人の当該事業年度の控除対象雇用者給与等支給増加額（当該事業年度

において第四十二条の十二の規定の適用を受ける場合には、同条の規定による控除を受ける金額の計算

の基礎となつた者に対する給与等の支給額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した

残額）に百分の十五（当該事業年度において次の各号に掲げる要件を満たす場合には、百分の十五に当

該各号に定める割合（当該事業年度において次の各号に掲げる要件の全てを満たす場合には、当該各号

に定める割合を合計した割合）を加算した割合）を乗じて計算した金額（以下この項において「税額控

除限度額」という。）を控除する。この場合において、当該税額控除限度額が、当該法人の当該事業年

度の所得に対する調整前法人税額の百分の二十に相当する金額を超えるときは、その控除を受ける金額

は、当該百分の二十に相当する金額を限度とする。 

一 継続雇用者給与等支給増加割合が百分の四以上であること＿百分の十 

二 当該法人の当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される教育訓練費の額（その教育訓

練費に充てるため他の者（その法人が外国法人である場合の法人税法第百三十八条第一項第一号に規

定する本店等を含む。第三項第四号において同じ。）から支払を受ける金額がある場合には、当該金

額を控除した金額。次項第二号及び第三項第八号において同じ。）からその比較教育訓練費の額を控

除した金額の当該比較教育訓練費の額に対する割合が百分の二十以上であること＿百分の五 

２ 第四十二条の四第十九項第七号に規定する中小企業者（同項第八号に規定する適用除外事業者又は同

項第八号の二に規定する通算適用除外事業者に該当するものを除く。）又は同項第九号に規定する農業

協同組合等で、青色申告書を提出するもの（以下この項において「中小企業者等」という。）が、平成

三十年四月一日から令和六年三月三十一日までの間に開始する各事業年度（前項の規定の適用を受ける

事業年度、設立事業年度、解散（合併による解散を除く。）の日を含む事業年度及び清算中の各事業年

度を除く。）において国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、当該事業年度において当該
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中小企業者等の雇用者給与等支給額からその比較雇用者給与等支給額を控除した金額の当該比較雇用

者給与等支給額に対する割合（第一号において「雇用者給与等支給増加割合」という。）が百分の一・

五以上であるときは、当該中小企業者等の当該事業年度の所得に対する調整前法人税額から、当該中小

企業者等の当該事業年度の控除対象雇用者給与等支給増加額（当該事業年度において第四十二条の十二

の規定の適用を受ける場合には、同条の規定による控除を受ける金額の計算の基礎となつた者に対する

給与等の支給額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した残額）に百分の十五（当該事

業年度において次の各号に掲げる要件を満たす場合には、百分の十五に当該各号に定める割合（当該事

業年度において次の各号に掲げる要件の全てを満たす場合には、当該各号に定める割合を合計した割合）

を加算した割合）を乗じて計算した金額（以下この項において「中小企業者等税額控除限度額」という。）

を控除する。この場合において、当該中小企業者等税額控除限度額が、当該中小企業者等の当該事業年

度の所得に対する調整前法人税額の百分の二十に相当する金額を超えるときは、その控除を受ける金額

は、当該百分の二十に相当する金額を限度とする。 

一 雇用者給与等支給増加割合が百分の二・五以上であること＿百分の十五 

二当該中小企業者等の当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される教育訓練費の額から

その比較教育訓練費の額を控除した金額の当該比較教育訓練費の額に対する割合が百分の十以上で

あること＿百分の十 

３ この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 設立事業年度 設立の日（法人税法第二条第四号に規定する外国法人にあつては恒久的施設を有す

ることとなつた日とし、公益法人等及び人格のない社団等にあつては新たに収益事業を開始した日と

し、公益法人等（収益事業を行つていないものに限る。）に該当していた普通法人又は協同組合等に

あつては当該普通法人又は協同組合等に該当することとなつた日とする。）を含む事業年度をいう。 

二 国内雇用者 法人の使用人（当該法人の役員（法人税法第二条第十五号に規定する役員をいう。以

下この号において同じ。）と政令で定める特殊の関係のある者及び当該法人の使用人としての職務を

有する役員を除く。）のうち当該法人の有する国内の事業所に勤務する雇用者として政令で定めるも

のに該当するものをいう。 

三 給与等 所得税法第二十八条第一項に規定する給与等をいう。 

四 継続雇用者給与等支給額 継続雇用者（法人の各事業年度（以下この項において「適用年度」とい

う。）及び当該適用年度開始の日の前日を含む事業年度（次号及び第十号において「前事業年度」と

いう。）の期間内の各月分のその法人の給与等の支給を受けた国内雇用者として政令で定めるものを

いう。次号において同じ。）に対する当該適用年度の給与等の支給額（その給与等に充てるため他の

者から支払を受ける金額（国又は地方公共団体から受ける雇用保険法第六十二条第一項第一号に掲げ

る事業として支給が行われる助成金その他これに類するものの額を除く。）がある場合には、当該金

額を控除した金額。以下この項において同じ。）として政令で定める金額をいう。 

五 継続雇用者比較給与等支給額 前号の法人の継続雇用者に対する前事業年度の給与等の支給額と

して政令で定める金額をいう。 

六 控除対象雇用者給与等支給増加額 法人の雇用者給与等支給額からその比較雇用者給与等支給額
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を控除した金額（当該金額が当該法人の調整雇用者給与等支給増加額（イに掲げる金額からロに掲げ

る金額を控除した金額をいう。）を超える場合には、当該調整雇用者給与等支給増加額）をいう。 

イ 雇用者給与等支給額（当該雇用者給与等支給額の計算の基礎となる給与等に充てるための雇用安

定助成金額（国又は地方公共団体から受ける雇用保険法第六十二条第一項第一号に掲げる事業とし

て支給が行われる助成金その他これに類するものの額をいう。以下この号において同じ。）がある

場合には、当該雇用安定助成金額を控除した金額） 

ロ 比較雇用者給与等支給額（当該比較雇用者給与等支給額の計算の基礎となる給与等に充てるため

の雇用安定助成金額がある場合には、当該雇用安定助成金額を控除した金額） 

七 教育訓練費 法人がその国内雇用者の職務に必要な技術又は知識を習得させ、又は向上させるため

に支出する費用で政令で定めるものをいう。 

八 比較教育訓練費の額 法人の適用年度開始の日前一年以内に開始した各事業年度の所得の金額の

計算上損金の額に算入される教育訓練費の額（当該各事業年度の月数と当該適用年度の月数とが異な

る場合には、当該教育訓練費の額に当該適用年度の月数を乗じてこれを当該各事業年度の月数で除し

て計算した金額）の合計額を当該一年以内に開始した各事業年度の数で除して計算した金額をいう。 

九 国内雇用者 法人の使用人（当該法人の役員（法人税法第二条第十五号に規定する役員をいう。以

下この号において同じ。）と政令で定める特殊の関係のある者及び当該法人の使用人としての職務を

有する役員を除く。）のうち当該法人の有する国内の事業所に勤務する雇用者として政令で定めるも

のに該当するものをいう。 

十 比較雇用者給与等支給額 法人の前事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内雇

用者に対する給与等の支給額（前事業年度の月数と適用年度の月数とが異なる場合には、その月数に

応じ政令で定めるところにより計算した金額）をいう。 

４ 前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とする。 

５ 第一項及び第二項の規定は、確定申告書等（これらの規定により控除を受ける金額を増加させる修正

申告書又は更正請求書を提出する場合には、当該修正申告書又は更正請求書を含む。）にこれらの規定

による控除の対象となる控除対象雇用者給与等支給増加額（第一項の規定の適用を受けようとする場合

には、継続雇用者給与等支給額及び継続雇用者比較給与等支給額を含む。）、控除を受ける金額及び当該

金額の計算に関する明細を記載した書類の添付がある場合に限り、適用する。この場合において、第一

項及び第二項の規定により控除される金額の計算の基礎となる控除対象雇用者給与等支給増加額は、確

定申告書等に添付された書類に記載された控除対象雇用者給与等支給増加額を限度とする。 

６ 前三項に定めるもののほか、第一項又は第二項の規定の適用を受けようとする法人が合併法人、分割

法人若しくは分割承継法人、現物出資法人若しくは被現物出資法人又は現物分配法人若しくは被現物分

配法人である場合における比較教育訓練費の額又は比較雇用者給与等支給額の計算、継続雇用者比較給

与等支給額又は比較雇用者給与等支給額が零である場合におけるこれらの規定に規定する要件を満た

すかどうかの判定その他これらの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

７ 第四十二条の四第二十二項及び第二十三項の規定は、第一項又は第二項の規定の適用がある場合につ

いて準用する。この場合において、同条第二十二項中「第一項、第四項、第七項及び第十三項（第十八
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項において準用する場合を含む。）」とあるのは、「第四十二条の十二の五第一項及び第二項」と読み替

えるものとする。 

 

 

７ 税理士法＜抄＞ 

（税理士の業務） 

税士法・第二条 税理士は、他人の求めに応じ、租税（印紙税、登録免許税、関税、法定外普通税（地方

税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第十条の四第二項に規定する道府県法定外普通税及び市町村

法定外普通税をいう。）、法定外目的税（同項に規定する法定外目的税をいう。）その他の政令で定める

ものを除く。第四十九条の二第二項第十一号を除き、以下同じ。）に関し、次に掲げる事務を行うこと

を業とする。 

一 税務代理（税務官公署（税関官署を除くものとし、国税不服審判所を含むものとする。以下同じ。）

に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の規定に基づく

申告、申請、請求若しくは不服申立て（これらに準ずるものとして政令で定める行為を含むものとし、

酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二章の規定に係る申告、申請及び審査請求を除くものとする。

以下「申告等」という。）につき、又は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し税

務官公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又は代行すること（次号の税務書類の作成

にとどまるものを除く。）をいう。） 

二 税務書類の作成（税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不服申立書その他租

税に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類（その作成に代えて電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる

記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）で財務省令で定めるもの（以下「申告書等」という。）

を作成することをいう。） 

三 税務相談（税務官公署に対する申告等、第一号に規定する主張若しくは陳述又は申告書等の作成に

関し、租税の課税標準等（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第二条第六号イからヘまでに

掲げる事項及び地方税（森林環境税及び特別法人事業税を含む。以下同じ。）に係るこれらに相当す

るものをいう。以下同じ。）の計算に関する事項について相談に応ずることをいう。） 

２ 税理士は、前項に規定する業務（以下「税理士業務」という。）のほか、税理士の名称を用いて、他人

の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関する事

務を業として行うことができる。ただし、他の法律においてその事務を業として行うことが制限されて

いる事項については、この限りでない。 

３ 前二項の規定は、税理士が他の税理士又は税理士法人（第四十八条の二に規定する税理士法人をいう。

次章、第四章及び第五章において同じ。）の補助者として前二項の業務に従事することを妨げない。 
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（税理士の業務における電磁的方法の利用等を通じた納税義務者の利便の向上等） 

税士法・第二条の三 税理士は、第二条の業務を行うに当たつては、同条第一項各号に掲げる事務及び同

条第二項の事務における電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法をいう。第四十九条の二第二項第八号において同じ。）の積極的な利用その他の取組を通じて、

納税義務者の利便の向上及びその業務の改善進歩を図るよう努めるものとする。 

 

（欠格条項） 

税士法・第四条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条の規定にかかわらず、税理士となる資格を有

しない。 

一 未成年者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 国税（森林環境税及び特別法人事業税を除く。以下この条、第二十四条、第三十六条、第四十一条

の三及び第四十六条において同じ。）若しくは地方税に関する法令又はこの法律の規定により禁錮以

上の刑に処せられた者で、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年を

経過しないもの 

四 国税若しくは地方税に関する法令若しくはこの法律の規定により罰金の刑に処せられた者又は国

税通則法、関税法（昭和二十九年法律第六十一号）（とん税法（昭和三十二年法律第三十七号）及び

特別とん税法（昭和三十二年法律第三十八号）において準用する場合を含む。）若しくは地方税法の

規定により通告処分を受けた者で、それぞれその刑の執行を終わり、若しくは執行を受けることがな

くなつた日又はその通告の旨を履行した日から三年を経過しないもの 

五 国税又は地方税に関する法令及びこの法律以外の法令の規定により禁錮以上の刑に処せられた者

で、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から三年を経過しないもの 

六 懲戒処分により税理士業務を行うことを禁止された者で、当該処分を受けた日から三年を経過しな

いもの 

七 第四十八条第一項の規定により第四十四条第三号に掲げる処分を受けるべきであつたことについ

て決定を受けた者で、当該決定を受けた日から三年を経過しないもの 

八 国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）、国会職員法（昭和二十二年法律第八十五号）又は

地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分を

受けた日から三年を経過しない者 

九 国家公務員法若しくは国会職員法の規定による懲戒免職の処分を受けるべき行為をしたと認めら

れたことにより退職手当支給制限等処分（国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）

第十四条第一項第三号に該当することにより同項の規定による一般の退職手当等（同法第五条の二第

二項に規定する一般の退職手当等をいう。以下この号において同じ。）の全部若しくは一部を支給し

ないこととする処分又は同法第十五条第一項第三号に該当することにより同項の規定による一般の

退職手当等の額の全部若しくは一部の返納を命ずる処分をいう。以下この号において同じ。）を受け
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た者又は地方公務員法の規定による懲戒免職の処分を受けるべき行為をしたと認められたことによ

り退職手当支給制限等処分に相当する処分を受けた者で、これらの処分を受けた日から三年を経過し

ないもの 

十 弁護士法（昭和二十四年法律第二百五号）若しくは外国弁護士による法律事務の取扱い等に関する

法律（昭和六十一年法律第六十六号）、公認会計士法、弁理士法（平成十二年法律第四十九号）、司法

書士法（昭和二十五年法律第百九十七号）、行政書士法（昭和二十六年法律第四号）、社会保険労務士

法（昭和四十三年法律第八十九号）又は不動産の鑑定評価に関する法律（昭和三十八年法律第百五十

二号）の規定による懲戒処分により、弁護士会からの除名、公認会計士の登録の抹消、弁理士、司法

書士若しくは行政書士の業務の禁止、社会保険労務士の失格処分又は不動産鑑定士の登録の消除の処

分を受けた者でこれらの処分を受けた日から三年を経過しないもの（これらの法律の規定により再び

業務を営むことができることとなつた者を除く。） 

十一 税理士の登録を拒否された者のうち第二十二条第四項の規定に該当する者又は第二十五条第一

項第一号の規定により税理士の登録を取り消された者で、これらの処分を受けた日から三年を経過し

ないもの 

 

（受験資格） 

税士法・第五条 税理士試験（次条第一号に定める科目の試験に限る。）は、次の各号のいずれかに該当す

る者でなければ、受けることができない。 

一 次に掲げる事務又は業務に従事した期間が通算して二年以上になる者 

イ 税務官公署における事務又はその他の官公署における国税（関税、とん税、特別とん税、森林環

境税及び特別法人事業税を除く。第二十四条、第三十六条、第四十一条の三及び第四十六条を除き、

以下同じ。）若しくは地方税に関する事務 

ロ 行政機関における政令で定める会計検査、金融検査又は会社その他の団体の経理に関する行政事

務 

ハ 銀行、信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第三条又は第五十三条第一項の免許

を受けた者をいう。）、保険会社又は特別の法律により設立された金融業務を営む法人における政令

で定める貸付けその他資金の運用（貸付先の経理についての審査を含む。）に関する事務 

ニ 法人（国又は地方公共団体の特別会計を含む。）又は事業を営む個人の会計に関する事務で政令で

定めるもの 

ホ 税理士若しくは税理士法人、弁護士、弁護士法人若しくは弁護士・外国法事務弁護士共同法人又

は公認会計士若しくは監査法人の業務の補助の事務 

ヘ 弁理士、司法書士、行政書士その他の政令で定める法律上資格を有する者の業務 

二 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による大学若しくは高等専門学校を卒業した者

でこれらの学校において社会科学に属する科目を修めたもの又は同法第九十一条第二項の規定によ

り同法による大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で財務省令で定める学校に

おいて社会科学に属する科目を修めたもの 
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三 司法修習生となる資格を得た者 

四 公認会計士法第八条第一項に規定する公認会計士試験の短答式による試験に合格した者又は当該

試験を免除された者（当該試験の試験科目の全部について試験を免除された者を含む。） 

五 国税審議会が社会科学に属する科目に関し前三号に掲げる者と同等以上の学力を有するものと認

定した者 

２ 前項第一号イからヘまでに掲げる事務又は業務の二以上に従事した者は、これらの事務又は業務の二

以上に従事した期間を通算した場合に、その期間が二年以上になるときは、同号に該当する者とみなし

て、同項の規定を適用する。 

３ 第一項第一号イからヘまでに掲げる事務又は業務に類する事務又は業務として国税審議会の認定を受

けた事務又は業務は、同号イからヘまでに掲げる事務又は業務とみなして、前二項の規定を適用する。 

４ 第一項第五号及び前項に規定する国税審議会の認定の手続については、財務省令で定める。 

 

（税理士名簿） 

税士法・第十九条 税理士名簿は、日本税理士会連合会に備える。 

２ 税理士名簿の登録は、日本税理士会連合会が行う。 

３ 日本税理士会連合会は、財務省令で定めるところにより、第一項の税理士名簿を電磁的記録をもつて

作成することができる。 

 

（登録拒否事由） 

税士法・第二十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、税理士の登録を受けることができない。 

一 懲戒処分により、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、弁理士、司法書士、行政書士若しくは

社会保険労務士の業務を停止された者又は不動産の鑑定評価に関する法律第五条に規定する鑑定評

価等業務（第四十三条において「鑑定評価等業務」という。）を行うことを禁止された不動産鑑定士

で、現にその処分を受けているもの 

二 報酬のある公職（国会又は地方公共団体の議会の議員の職、非常勤の職その他財務省令で定める公

職を除く。第四十三条において同じ。）に就いている者 

三 不正に国税又は地方税の賦課又は徴収を免れ、若しくは免れようとし、又は免れさせ、若しくは免

れさせようとした者で、その行為があつた日から二年を経過しないもの 

四 不正に国税又は地方税の還付を受け、若しくは受けようとし、又は受けさせ、若しくは受けさせよ

うとした者で、その行為があつた日から二年を経過しないもの 

五 国税若しくは地方税又は会計に関する事務について刑罰法令に触れる行為をした者で、その行為が

あつた日から二年を経過しないもの 

六 第四十八条第一項の規定により第四十四条第二号に掲げる処分を受けるべきであつたことについ

て決定を受けた者で、同項後段の規定により明らかにされた期間を経過しないもの 

七 次のイ又はロのいずれかに該当し、税理士業務を行わせることがその適正を欠くおそれがある者 

イ 心身に故障があるとき。 
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ロ 第四条第三号から第十一号までのいずれかに該当していた者が当該各号に規定する日から当該各

号に規定する年数を経過して登録の申請をしたとき。 

八 税理士の信用又は品位を害するおそれがある者その他税理士の職責に照らし税理士としての適格

性を欠く者 

 

（登録の取消し） 

税士法・第二十五条 日本税理士会連合会は、税理士の登録を受けた者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第四十九条の十六に規定する資格審査会の議決に基づき、当該登録を取り消すことができる。 

一 税理士となる資格又は第二十四条各号に規定する登録拒否事由に関する事項について、記載すべき

事項を記載せず若しくは虚偽の記載をして第二十一条第一項の規定による登録申請書を提出し、その

申請に基づき当該登録を受けた者であることが判明したとき。 

二 第二十四条第七号（イに係る部分に限る。）に規定する者に該当するに至つたとき。 

三 二年以上継続して所在が不明であるとき。 

２ 日本税理士会連合会は、前項第一号又は第二号のいずれかに該当することとなつたことにより同項の

規定により登録を取り消すときは、その理由を付記した書面により、その旨を当該処分を受ける者に通

知しなければならない。 

３ 前条第一項及び第四項の規定は、第一項の規定により登録を取り消された者において当該処分に不服

がある場合について準用する。この場合において、同条第四項中「第四十六条第二項」とあるのは、「第

四十六条第一項」と読み替えるものとする。 

 

（登録の抹消） 

税士法・第二十六条 日本税理士会連合会は、税理士が次の各号のいずれかに該当することとなつたとき

は、遅滞なくその登録を抹消しなければならない。 

一 その業務を廃止したとき。 

二 死亡したとき。 

三 前条第一項の規定による登録の取消しの処分を受けたとき。 

四 前号に規定するもののほか、第四条第二号から第六号まで又は第八号から第十号までのいずれかに

該当するに至つたことその他の事由により税理士たる資格を有しないこととなつたとき。 

２ 税理士が前項第一号、第二号又は第四号のいずれかに該当することとなつたときは、その者、その法

定代理人又はその相続人は、遅滞なくその旨を日本税理士会連合会に届け出なければならない。 

 

（帳簿作成の義務） 

税士法・第四十一条 税理士は、税理士業務に関して帳簿を作成し、委嘱者別に、かつ、一件ごとに、税

務代理、税務書類の作成又は税務相談の内容及びそのてん末を記載しなければならない。 

２ 前項の帳簿は、閉鎖後五年間保存しなければならない。 

３ 税理士は、財務省令で定めるところにより、第一項の帳簿を電磁的記録をもつて作成することができ
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る。 

 

（除斥期間） 

税士法・第四十七条の三 懲戒の事由があつたときから十年を経過したときは、懲戒の手続を開始するこ

とができない。 

 

（懲戒処分の公告） 

税士法・第四十七条の四 財務大臣は、第四十五条又は第四十六条の規定により懲戒処分をしたときは、

遅滞なくその旨を官報をもつて公告しなければならない。 

 

（懲戒処分を受けるべきであつたことについての決定等） 

税士法・第四十八条 財務大臣は、税理士であつた者につき税理士であつた期間内に第四十五条又は第四

十六条に規定する行為又は事実があると認めたときは、当該税理士であつた者がこれらの規定による懲

戒処分を受けるべきであつたことについて決定をすることができる。この場合において、財務大臣は、

当該税理士であつた者が受けるべきであつた懲戒処分の種類（当該懲戒処分が第四十四条第二号に掲げ

る処分である場合には、懲戒処分の種類及び税理士業務の停止をすべき期間）を明らかにしなければな

らない。 

２ 第四十七条第一項から第三項までの規定は、税理士であつた者につき税理士であつた期間内に第四十

五条又は第四十六条に規定する行為又は事実があると認めた場合について準用する。 

３ 第四十七条第四項及び第五項並びに前二条の規定は、第一項の規定による決定について準用する。 

 

（業務の範囲） 

税士法・第四十八条の五 税理士法人は、税理士業務を行うほか、定款で定めるところにより、第二条第

二項の業務その他の業務で税理士が行うことができるものとして財務省令で定める業務の全部又は一

部を行うことができる。 

 

（成立の届出等） 

税士法・第四十八条の十 税理士法人は、成立したときは、成立の日から二週間以内に、登記事項証明書

及び定款の写しを添えて、その旨を、その主たる事務所の所在地を含む区域に設立されている税理士会

（以下この章において「本店所在地の税理士会」という。）を経由して、日本税理士会連合会に届け出

なければならない。 

２ 日本税理士会連合会は、財務省令で定めるところにより、税理士法人の名簿を作成し、これを国税庁

長官に提出しなければならない。 

３ 日本税理士会連合会は、財務省令で定めるところにより、前項の名簿を電磁的記録をもつて作成する

ことができる。 
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（税理士の権利及び義務等に関する規定の準用） 

税士法・第四十八条の十六 第一条、第二条の三、第三十条、第三十一条、第三十四条から第三十七条の

二まで、第三十九条及び第四十一条から第四十一条の三までの規定は、税理士法人について準用する。 

 

（法定脱退） 

税士法・第四十八条の十七 税理士法人の社員は、次に掲げる理由によつて脱退する。 

一 税理士の登録の抹消 

二 定款に定める理由の発生 

三 総社員の同意 

四 第四十三条の規定に該当することとなつたこと。 

五 第四十五条又は第四十六条の規定による税理士業務の停止の処分を受けたこと。 

六 除名 

 

（違法行為等についての処分） 

税士法・第四十八条の二十 財務大臣は、税理士法人がこの法律若しくはこの法律に基づく命令に違反し、

又は運営が著しく不当と認められるときは、その税理士法人に対し、戒告し、若しくは二年以内の期間

を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は解散を命ずることができる。 

２ 第四十七条、第四十七条の三及び第四十七条の四の規定は、前項の処分について準用する。 

３ 第一項の規定による処分の手続に付された税理士法人は、清算が結了した後においても、この条の規

定の適用については、当該手続が結了するまで、なお存続するものとみなす。 

４ 第一項の規定は、同項の規定により税理士法人を処分する場合において、当該税理士法人の社員等に

つき第四十五条又は第四十六条に該当する事実があるときは、その社員等である税理士に対し、懲戒処

分を併せて行うことを妨げるものと解してはならない。 

 

（税理士会の会則） 

税士法・第四十九条の二 税理士は、税理士会を設立しようとするときは、会則を定め、その会則につい

て財務大臣の認可を受けなければならない。 

２ 税理士会の会則には、次の事項を記載しなければならない。 

一 名称及び事務所の所在地 

二 入会及び退会に関する規定 

三 役員に関する規定 

四 会議に関する規定 

五 税理士の品位保持に関する規定 

六 会員の研修に関する規定 

七 会員の業務に関する紛議の調停に関する規定 

八 第二条の業務において電磁的方法により行う事務に関する規定 
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九 税理士業務に係る使用人その他の従業者に対する監督に関する規定 

十 委嘱者の経済的理由により無償又は著しく低い報酬で行う税理士業務に関する規定 

十一 租税に関する教育その他知識の普及及び啓発のための活動に関する規定 

十二 会費に関する規定 

十三 庶務及び会計に関する規定 

３ 税理士会の会則の変更（政令で定める重要な事項に係るものに限る。）は、財務大臣の認可を受けなけ

れば、その効力を生じない。 

 

（日本税理士会連合会の会則） 

税士法・第四十九条の十四 日本税理士会連合会の会則には、次の事項を記載しなければならない。 

一 第四十九条の二第二項第一号、第三号から第五号まで、第八号及び第十一号から第十三号までに掲

げる事項 

二 税理士の登録に関する規定 

三 第四十九条の十六に規定する資格審査会に関する規定 

四 第四十一条第一項の帳簿及びその記載に関する規定 

五 税理士会の会員の研修に関する規定 

六 第四十九条の二第二項第十号に規定する税理士業務の実施の基準に関する規定 

２ 日本税理士会連合会の会則の変更（前項第二号に掲げる事項その他政令で定める重要な事項に係るも

のに限る。）は、財務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

 

（税理士業務を行う弁護士等） 

税士法・第五十一条 弁護士は、所属弁護士会を経て、国税局長に通知することにより、その国税局の管

轄区域内において、随時、税理士業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により税理士業務を行う弁護士は、税理士業務を行う範囲において、第一条、第三十条、

第三十一条、第三十三条から第三十八条まで、第四十一条から第四十一条の三まで、第四十三条前段、

第四十四条から第四十六条まで（これらの規定中税理士業務の禁止の処分に関する部分を除く。）、第四

十七条、第四十七条の三、第四十七条の四及び第五十四条から第五十六条までの規定の適用については、

税理士とみなす。この場合において、第三十三条第三項及び第三十三条の二第三項中「税理士である旨

その他財務省令で定める事項」とあるのは、「第五十一条第一項の規定による通知をした弁護士である

旨及び同条第三項の規定による通知をした弁護士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人の業務と

して同項の業務を行う場合にはこれらの法人の名称」とする。 

３ 弁護士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人（これらの法人の社員（弁護士に限る。）の全員が、

第一項の規定により国税局長に通知している法人に限る。）は、所属弁護士会を経て、国税局長に通知

することにより、その国税局の管轄区域内において、随時、税理士業務を行うことができる。 

４ 前項の規定により税理士業務を行う弁護士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人は、税理士業

務を行う範囲において、第三十三条、第三十三条の二、第四十八条の十六（第二条の三及び第三十九条
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の規定を準用する部分を除く。）、第四十八条の二十（税理士法人に対する解散の命令に関する部分を除

く。）及び第五十四条から第五十六条までの規定の適用については、税理士法人とみなす。 

 

（監督上の措置） 

税士法・第五十五条 国税庁長官は、税理士業務の適正な運営を確保するため必要があるときは、税理士

又は税理士法人から報告を徴し、又は当該職員をして税理士又は税理士法人に質問し、若しくはその業

務に関する帳簿書類を検査させることができる。 

２ 国税庁長官は、第四十八条第一項の規定による決定のため必要があるときは、税理士であつた者から

報告を徴し、又は当該職員をして税理士であつた者に質問し、若しくはその業務に関する帳簿書類を検

査させることができる。 

３ 前二項の規定による報告の徴取、質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 

（関係人等への協力要請） 

税士法・第五十六条 国税庁長官は、この法律の規定に違反する行為又は事実があると思料するときその

他税理士業務の適正な運営を確保するため必要があるときは、関係人又は官公署に対し、当該職員をし

て、必要な帳簿書類その他の物件の閲覧又は提供その他の協力を求めさせることができる。 

 

（事務の委任） 

税士法・第五十七条 国税庁長官は、第五十五条第一項若しくは第二項又は前条の規定によりその権限に

属せしめられた事務を国税局長又は税務署長に取り扱わせることができる。 

２ 国税庁長官は、前項の規定により事務を国税局長又は税務署長に取り扱わせることとしたときは、そ

の旨を告示しなければならない。 

 

［罰則］ 

税士法・第五十八条 第三十六条（第四十八条の十六又は第五十条第二項において準用する場合を含む。）

の規定に違反したときは、その違反行為をした者は、三年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。 

 

税士法・第五十九条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、二年以下の懲

役又は百万円以下の罰金に処する。 

一 税理士となる資格を有しない者が、日本税理士会連合会に対し、その資格につき虚偽の申請をして

税理士名簿に登録させたとき。 

二 第三十七条の二（第四十八条の十六において準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。 

三 第三十八条（第五十条第二項において準用する場合を含む。）又は第五十四条の規定に違反したと

き。 

四 第五十二条の規定に違反したとき。 
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２ 前項第三号の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。 

 

税士法・第六十条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、一年以下の懲役

又は百万円以下の罰金に処する。 

一 第四十二条の規定に違反したとき。 

二 第四十三条の規定に違反したとき。 

三 第四十五条若しくは第四十六条又は第四十八条の二十第一項の規定による税理士業務の停止の処

分を受けた場合において、その処分に違反して税理士業務を行つたとき。 

 

税士法・第六十一条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、百万円以下の

罰金に処する。 

一 第五十三条第一項の規定に違反したとき。 

二 第五十三条第二項の規定に違反したとき。 

三 第五十三条第三項の規定に違反したとき。 

 

税士法・第六十二条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、三十万円以下

の罰金に処する。 

一 第四十八条の十九の二第六項（第四十九条の十二第三項において準用する場合を含む。）において

準用する会社法第九百五十五条第一項の規定に違反して、同項に規定する調査記録簿等に同項に規定

する電子公告調査に関し法務省令で定めるものを記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載

若しくは記録をし、又は当該調査記録簿等を保存しなかつたとき。 

二 第四十九条の十九第一項又は第五十五条第一項若しくは第二項の規定による報告、質問又は検査に

ついて、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、質問に答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

 

税士法・第六十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、第五十八条、第五十九条第一項第二号（第四十八条の十六において準用する第三十

七条の二に係る部分に限る。）若しくは第四号、第六十条第三号（第四十八条の二十第一項に係る部分

に限る。）、第六十一条又は前条第一号若しくは第二号（第四十九条の十九第一項及び第五十五条第一項

（税理士法人に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）の違反行為をしたときは、その行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科する。 
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８ 税理士法基本通達＜抄＞ 

第１章 総則 

第２条《税理士業務》関係 

（税理士業務の対象としない租税に関する事務） 

２－２ 法第２条第１項及び税理士法施行令（以下「令」という。）第１条の規定により税理士業務の対象

としない租税に関する事務は、法第２条第２項及び税理士法施行規則（以下「規則」という。）第２１

条第１号に規定する財務に関する事務に含まれることに留意する。 

 

（税務代理の範囲） 

２－３ 法第２条第１項第１号に規定する「税務代理」には、税務官公署に対してする主張又は陳述の前

提となる税務官公署から納税者に対して発する書類等の受領行為を含むほか、分納、納税の猶予等に関

し税務官公署に対してする陳述につき、代理することを含むものとする。 

（注） 上記の「税務代理」に含まれる「税務官公署に対してする主張又は陳述の前提となる税務官公

署から納税者に対して発する書類等の受領行為」には、国税通則法（昭和３７年法律第６６号）

第１１７条第１項に規定する納税管理人又は同条第５項に規定する特定納税管理人が、その処理

すべき事項として行う税務官公署から納税者に対して発する書類等の受領行為は含まれないこ

とに留意する。 

 

第２章 税理士試験 

第５条《受験資格》関係 

（大学若しくは高等専門学校を卒業した者で社会科学に属する科目を修めたもの） 

５－４ 法第５条第１項第２号に規定する「大学若しくは高等専門学校を卒業した者でこれらの学校にお

いて社会科学に属する科目を修めたもの」には、卒業した学校以外の大学又は高等専門学校において社

会科学に属する科目を修めたものを含むことに留意する。 

 

（大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で社会科学に属する科目を修めたもの） 

５－５ 法第５条第１項第２号に規定する「大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者」

とは、学校教育法施行規則第１５５条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当する者及び昭和２８

年文部省告示第５号（学校教育法施行規則第１５５条第１項第６号の規定による大学院及び大学の専攻

科の入学に関し大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者）により指定された者をいい、

「財務省令で定める学校において社会科学に属する科目を修めたもの」には、大学を卒業した者と同等

以上の学力があると認められる者に該当するために課程を修了し、又は卒業した学校以外の学校（法第

５条第１項第２号に規定する財務省令で定める学校に限る。）において社会科学に属する科目を修めた

ものを含むことに留意する。 
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（受験資格の期間の計算） 

５－６ 法第５条第１項第１号又は第２項の期間の計算は、同条第１項第１号イからヘまでに掲げる事務

又は業務に従事することとなった日から当該事務若しくは業務に従事しないこととなった日の前日又

は税理士試験申込締切日のいずれか早い日までの期間につき、当該事務又は業務に従事することとなっ

た日から当該日の属する月の末日までの期間を一月とし、翌月以降は暦に従って計算し、一月未満の月

があるときは、一月として計算するものとする。 

 

第３章 登録 

第２４条《登録拒否事由》関係 

（税理士業務を行わせることがその適正を欠くおそれがある者の判定） 

２４－７ 法第２４条第７号ロの登録の申請に関し、当該申請者が「税理士業務を行わせることがその適

正を欠くおそれがある者」に該当するか否かについては、過去における当該申請者の非行の性質や内容、

当該非行からの経過期間、その間における本人の反省や謹慎の具体的状況等を総合的に勘案して判定す

るものとする。 

なお、単に法第４条第３号から第１１号までに規定する年数が経過したことのみをもって、当該登録

拒否事由に該当しないと判定することがないよう留意する。 

 

（税理士の信用又は品位を害するおそれがある者の判定） 

２４－８ 過去に非行があった者が法第２４条第８号に規定する「税理士の信用又は品位を害するおそれ

がある者」に該当するか否かについては、当該非行の性質や内容、当該非行からの経過期間、その間に

おける本人の反省や謹慎の具体的状況等に加え、当該非行による社会的影響の大きさやその沈静化の程

度等も勘案して判定するものとする。 

なお、単に法第２４条第３号から第６号までに規定する年数が経過したことのみをもって、当該登録

拒否事由に該当しないと判定することがないよう留意する。 

 

第４章 税理士の権利及び義務 

第４０条《事務所の設置》関係 

（事務所） 

４０－１ 法第４０条第１項に規定する「税理士業務を行うための事務所」とは、税理士業務の本拠をい

い、税理士業務の本拠であるかどうかは、委嘱者等に示す連絡先など外部に対する表示に係る客観的事

実によって判定するものとする。 

この場合において、「外部に対する表示」には、看板等物理的な表示やウェブサイトへの連絡先の掲

載のほか、契約書等への連絡先の記載などが含まれることに留意する。 
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（二ヶ所事務所の禁止） 

４０－２ 法第４０条第３項の「税理士事務所を二以上設けて」いる場合とは、例えば、自宅以外の場所

に税理士事務所を設け、４０－１の「外部に対する表示」をしている状態で、自宅においても４０－１

の「外部に対する表示」をして税理士業務を行っている場合などをいう。したがって、自宅等の税理士

事務所以外の場所で税理士業務を行っていても、その場所に４０－１の「外部に対する表示」に係る客

観的事実がなく、法第４０条第１項に規定する「税理士業務を行うための事務所」と判定される状態で

ない場合には、税理士事務所を二以上設けている場合には該当しない。 

 

（税理士である公認会計士の公認会計士事務所） 

４０－３ 税理士である公認会計士が、税理士事務所のほかに公認会計士としての事務所を有する場合、

その事務所が、外部に対する表示に係る客観的事実によって税理士事務所であると認められるときは、

法第 ４０ 条第３項の規定に抵触するものとして取り扱うこととする。 

 

第４１条の２《使用人等に対する監督義務》関係 

（使用人等に対する監督義務） 

４１の２－１ 税理士の使用人その他の従業者（以下「使用人等」という。）に対する監督義務は、税理士

及びその使用人等が事務を行う場所によって異なることはない。したがって、使用人等に対する監督方

法として、対面による監督を行うことができない場合でも、情報通信技術を利用する方法などにより、

適切に監督が行われている場合には、監督義務が果たされていると判断することに留意する。 

なお、情報通信技術を利用した使用人等の適切な監督方法としては、例えば、次に掲げるような、事

前及び事後の確認を行う方法がある。 

(1) 使用人等と委嘱者等との情報通信技術を利用した打合せに、使用者である税理士が情報通信技術を

利用して参加する方法 

(2) 使用人等が税理士業務の補助を行った履歴について情報通信技術を利用して確認する方法 

 

第５章 税理士の責任 

第４７条《懲戒の手続等》関係 

（税理士会が行う会員等の違反行為の通知書） 

４７－１ 法第４７条第２項（法第４８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による通知につい

ては、法第４５条第１項若しくは第２項又は法第４６条に規定する行為又は事実の認定に関する資料を

添付した通知書を、税理士会の主たる事務所の所在地を管轄する国税局長を経由して提出するものとす

る。 

 

第４７条の３《除斥期間》関係 

（除斥期間の始期） 

４７の３－１ 法第４７条の３に規定する「懲戒の事由があつたとき」とは、懲戒の事由に当たる税理士
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法違反行為が終了した時点をいい、具体的には次により懲戒処分の除斥期間の始期を判定するものとす

る。 

(1) 単独の税理士法違反行為が行われた場合 

税理士法違反行為の除斥期間は、違反行為が終了した時点から開始する。例えば、委嘱者から脱税

相談を持ちかけられ、一定の期間が経過した後に、その相談に応じ回答した場合は、脱税相談を持ち

かけられた時点ではなく、委嘱者に脱税相談の回答をしたときが違反行為の終了した時点となり、そ

の時点から除斥期間が開始することとなる。 

また、税理士法違反行為による違法状態が継続する場合の除斥期間は、その違法状態が解消された

時点から開始する。 

例えば、委嘱者から預かった納税資金を着服する信用失墜行為を行った場合には、着服後、その資

金を返還するまで非行事実と評価すべき違法状態が継続しており、その資金を返還したことなどに

より、違法状態が解消された時点から除斥期間が開始することとなる。 

(2) 複数の税理士法違反行為が行われた場合 

複数の税理士法違反行為が行われた場合の除斥期間は、原則として、それぞれの違反行為が終了し

た時点からそれぞれ開始する。例えば、不真正な税務書類の作成又は提出のほか、非税理士に対する

名義貸しを行った場合には、不真正な税務書類の作成又は提出と非税理士に対する名義貸しのそれぞ

れの行為が終了した時点から除斥期間がそれぞれ開始することとなる。 

ただし、複数の税理士法違反行為のそれぞれが密接に関連して、一方が他方の手段となり、他方が

一方の結果となる違反行為を行った場合の除斥期間は、最後に行われた違反行為が終了した時点から開

始する。例えば、不真正な税務書類の作成又は提出を依頼され、その前提として脱税相談に応じた場合

には、不真正な税務書類の作成又は提出の行為が終了した時点から除斥期間が開始することとなる。 

 

第５章の２ 税理士法人 

第４８条の５《業務の範囲》関係 

（税理士業務に付随しない会計業務等） 

４８の５－１ 規則第２１条第１号に掲げる業務は、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務

に関する事務で税理士業務に付随して行うもの以外のものであっても、他の法律におい 

てその事務を業として行うことが制限されているものを除き、定款に定めることにより、業務として行

うことができることに留意する。 

 

（租税に関する知識の普及等に関する業務） 

４８の５－２ 規則第２１条第３号に規定する「租税に関する教育その他知識の普及及び啓発の業務」に

おける「租税に関する教育その他知識」には、租税に関するもので、同条第１号に規定する「財務書類

の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関する事務」に関する知識が含まれるほか、「普及及び啓

発の業務」には、これらの知識に関する講演会の開催、出版物の刊行が含まれることに留意する。 
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第７章 雑則 

第５０条《臨時の税務書類の作成等》関係 

（許可を与えない者） 

５０－２ 法第５０条に規定する許可を申請した者が、次の各号の一に該当する場合においては、許可を

与えないものとする。 

(1) 法第４条各号の一に該当する場合 

(2) 法第２４条第１号又は第３号から第７号イまでに該当する場合 

(3) 納税事務の適正な実施を妨げ、又は納税に関する道義を乱すようなおそれがあり、その他税務書類

の作成等を行わせるのに適格性を欠くと認められる場合 

 

第５５条《監督上の措置》関係 

（「税理士であつた者」の範囲） 

５５－１ 通知弁護士（法第５１条第１項の規定により税理士業務を行う弁護士をいう。）であった者につ

いては、法第５５条第２項の「税理士であつた者」とみなされないことに留意する。 
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IV 参考資料 

１ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション（国税庁） 
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２ 税理士法＜抄＞ 

（税理士の使命） 

税士法・第一条 税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の

理念にそつて、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図

ることを使命とする。 

 

（税理士の業務） 

第二条 税理士は、他人の求めに応じ、租税（印紙税、登録免許税、関税、法定外普通税（地方税法（昭

和二十五年法律第二百二十六号）第十条の四第二項に規定する道府県法定外普通税及び市町村法定外普

通税をいう。）、法定外目的税（同項に規定する法定外目的税をいう。）その他の政令で定めるものを除

く。第四十九条の二第二項第十一号を除き、以下同じ。）に関し、次に掲げる事務を行うことを業とす

る。 

一 税務代理（税務官公署（税関官署を除くものとし、国税不服審判所を含むものとする。以下同じ。）

に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の規定に基づく

申告、申請、請求若しくは不服申立て（これらに準ずるものとして政令で定める行為を含むものとし、

酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二章の規定に係る申告、申請及び審査請求を除くものとする。

以下「申告等」という。）につき、又は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し税

務官公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又は代行すること（次号の税務書類の作成

にとどまるものを除く。）をいう。） 

二 税務書類の作成（税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不服申立書その他租

税に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類（その作成に代えて電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる

記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）で財務省令で定めるもの（以下「申告書等」という。）

を作成することをいう。） 

三 税務相談（税務官公署に対する申告等、第一号に規定する主張若しくは陳述又は申告書等の作成に

関し、租税の課税標準等（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第二条第六号イからヘまでに

掲げる事項及び地方税に係るこれらに相当するものをいう。以下同じ。）の計算に関する事項につい

て相談に応ずることをいう。） 

２ 税理士は、前項に規定する業務（以下「税理士業務」という。）のほか、税理士の名称を用いて、他人

の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関する事

務を業として行うことができる。ただし、他の法律においてその事務を業として行うことが制限されて

いる事項については、この限りでない。 

３ 前二項の規定は、税理士が他の税理士又は税理士法人（第四十八条の二に規定する税理士法人をいう。
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次章、第四章及び第五章において同じ。）の補助者として前二項の業務に従事することを妨げない。 

 

第二条の二 税理士は、租税に関する事項について、裁判所において、補佐人として、弁護士である訴訟

代理人とともに出頭し、陳述をすることができる。 

２ 前項の陳述は、当事者又は訴訟代理人が自らしたものとみなす。ただし、当事者又は訴訟代理人が同

項の陳述を直ちに取り消し、又は更正したときは、この限りでない。 

 

（税理士の業務における電磁的方法の利用等を通じた納税義務者の利便の向上等） 

第二条の三 税理士は、第二条の業務を行うに当たつては、同条第一項各号に掲げる事務及び同条第二項

の事務における電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

をいう。第四十九条の二第二項第八号において同じ。）の積極的な利用その他の取組を通じて、納税義

務者の利便の向上及びその業務の改善進歩を図るよう努めるものとする。 
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